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我 が国において、マスハ ウジング期に大量に建設 された集合住宅を今後 とも住み続ける

に相応 しいス トックとしいかに再生 させ るか、その手法 を考 えることは重要な課題であ り、

技術的側面では検討 ・研究が進 め られているが、 「どの ような条件が整 えば再生が進行する

のか。」 「どのようなプ ロセスで再生に関する意思決定を進 めればよいのか。」 とい う点に関

しては、未だ整理が行われていないことから、本研究は、欧 ・米 ・日における先進的な集

合住宅再生事例の収集に よる再生手法の類型 を基に、集合住宅再生における合意形成を よ

り効率的に行 う方法論 ・メカニズムを提示す ることを目的 としている。

本研究においては、集合住宅の再生における合意形成 メカニズムを、合意に関わる主体

が再生か ら得 る効用(以 下 「再生効用」)と 、主体の費用負担による非効用の関係に着 目す

ることにより記述 している。即ち、合意 とい う意思決定は、関連主体P1(住 み手)・P2(所

有主体)・P3(公 共主体)の 再生効用が、各々費用負担を上回ることによって成立す る とし

た。更に、再生工事前にその成立 を確認す るプロセスが合意形成であるとす る。再生効用

の大きさを区分する為に 「再生性能 レベル(Rレ ベル)」 とい う概念を用いている。又、集

合住宅再生に関わる主体(プ レイヤー)をP1(住 み手)・P2(所 有主体)・P3(公 共主体)・

P4(専 門家)に 区分 し、合意形成に関わる主体の範囲によ り、「意思決定 レベル(Dレ ベル)」

とい う再生内容 の区分概念 を設定 した。

以下に本研究で得 られた知見 を示す。



(1)再 生内容の抽 出とR-Dマ トリクスによる整理

欧米 日8カ 国における実地調査 に基いて、マスハ ウジング期に建設 された集合住宅に対

する197項 目の再生 内容を抽出 し、R(再 生性能)レ ベル―D(意 思決定)レ ベル ・マ トリ

クス上に整理を行 った。又、同8ケ 国の再生工事 関連業者34主 体 に対するインタビュー調

査 ・アンケー ト調査に基いて新築工事 とは異な る再生工事の特殊性 と課題 を抽 出 した。再

生工事上の課題 としては、設計 ・計画面では調査 ・診断の技術 ・建築家の役割の明確化 、

施工面では住民対策 ・安全対策、組織面では職人のスキル ・教育、資金面ではコス ト管理、

等が挙 げられ る。 これ らの各課題 に対 しては、各主体が種々の対応を行 ってい るが、居住

者間の合意形成 ・関係主体間の調整の難 しさに関 しては、現状 の企業 ・組織 レベルでは対

応できない課題 として残 されてい ることが明らか となった。

(2)再 生効用 と費用負担に よる再生行為記述の妥当性 の検証

ほぼ同時期 に建設 され 、集合住宅団地再生に対す る異 なる背景 と動機 を有する 日蘭の2

つ のニュー タウンにお ける再生行為の内容 と範 囲を抽 出した。 日本の高蔵寺ニュー タウン

においては、RI(補 修)・II(改 良)レ ベルを中心 とする再生が行われた。対 してオ ラン

ダのBijlmermeer団 地 においては、高い空室率 と犯罪 ・バ ンダ リズム ・麻薬常用 の増加を

背景 として、1983年 にDI(住 戸)レ ベルを中心 とする第1次 大規模再生が行われたが、

問題は解決に至 らずP2(所 有主体)の倒産 とい う失敗 に終 わった。1992年 か らは、再生性能

レベルRI(補 修)～RIV(建 替 え)・意思決定 レベルDI(住 戸)～DIV(社 会)に 跨 る

第2次 大規模再生が行われた。高蔵 寺ニュー タウンの集合住宅再生及びBijlmermeer団 地

の第2次 大規模再生 とい う2つ の再生行為 は、再生後に高い入居率を示 しているこ とか ら

成功 した再生例であると言える。これ らの再生の成立要因に関 してP1(住 み手)、P2(所 有主

体)、P3(公 共主体)の再生効用 と費用負担の関係に着 目した記述を行った。

(3)P1(住 み手)間 の合意 の成立条件 に関す る検討

P1(住 み手)の再生合意形成の成立条件 として、複数のP1(住 み手)の 内どの程度の割合が

再生に賛成すれば実行すべきであるとP1(住 み手)が判断 しているかをアンケー ト調査 によ

り明 らかにした。賃貸 においては、シェル ター としての外装部位 についてはP2(所 有者)

に決定を委ね、建築物 の安全 ・利便的性質に関わる部位及び団地(DII)レ ベル に関わる部

位 についてはなるべ く住民の意思を反映 したい、 とい う住み手の意思決定に関す る傾 向を

示唆する結果が得 られた。分譲 においては、DII(住 棟)・DIII(団 地)レ ベル共に、「51～

75%の 合意が必要」「76～99%の 合意が必要」の2つ の回答 グループが大半を占める。これ

は、区分所有法17条1項 に よる 「共用部分 の変更」 に関す る3/4以 上の議決規定、及び、

同法18条1項 ・39条1項 による 「共用部分の管理」に関す る1/2以 上の議決規定の認識 に

基 くものであると考え られ る。又、建替えに関 しては、区分所有法62条1項 にお ける区分

所有者及び議決権の4/5以 上 とい う規定に対 して、「合意緩和」「合意厳格化」の両意見が存



在 してい ることが明 らか となった。

(4)P1(住 み手)の 属性 の違いによる再生効用傾 向の抽出

再生内容項 目に対す るP1(住 み手)の 居住者属性 による再生希望割合の差異 に着 目して、

居住者属性の違いによる再生効用 に対する期待の大 きさに関する傾 向の抽 出を行 った。

RI(修 理 ・修繕)レベル及び部分的なRII(改 良 ・改修)レベルの再生が行 われてきた高蔵

寺ニュータウンの集合住宅において、賃貸住戸のP1(住 み手)は現行の修理 ・修繕 の結果 に

対 して特にRIレ ベルの再生については十分であるとは必ず しも思っていない可能 性があ

り、分譲住戸のP1(住 み手)はRIレ ベルの修理 ・修繕は行っているものの、更に現在の居

住性能を更 に向上す る為 のRIIレ ベルの再生希望を有 していることが明 らか となった。駐

車場の改善 ・拡大 とい う再生に関 しては、賃貸 ・分譲共に極めて高い希望割合 を示 した。

賃貸住戸居住者の約7割 、分譲住戸居住者の約9割 が何 らかの再生 内容 に対 して再生希

望を示 してお り、任意のR・Dレ ベルで再生希望回答数 が多い居住者は、他 の レベルにお

いて も同様 の傾 向を示 していることがわかった。例外 として、「DIレ ベルの再生を多 く希

望 し、DII・IIIレ ベルの再生を殆 ど希望 しない」グループの存在が確認 された。更に、間取

り、居住階数、子供/老 人の有無、世帯主年齢、世帯人数、世帯年収 、居住年数/居 住予

定年数、2戸1改 造 の有無、等のP1(住 み手)の属性 と各再生項 目に対する希望割合の関係

についての傾 向を抽出 した。 実際には、各P1(住 み手)は これ らの各居住者属性の組み

合わせ による属性 を有 していることから、P1(住 み手)の再生項 目毎の再生希望 も、各居住

者属性 による正 ・負の再生インセンティブの組 み合わせ によって形成 されている可能性が

高い と考えられ る。

(5)合 意形成の為に有効であると考え られ る方法試論の提示

集合住宅の合意形成の為に有効であると考えられ る方法試論を提示 した。

第一に、P3(公 共主体)の 負担の論理 と方法について述べた。そもそもP3(公 共主体)

の役割は、政策上の 目的 として公平で効率的な 「市場 の失敗」及び 「政策の失敗」を相殺

することにあ り、この達成によ り効用 を得 ることになる。収集事例をP3(公 共主体)の 政

策 目標別 に、(1)再配分:低 所得者用住宅 ・家賃補助(Bijlmermeer)、 家賃 コン トロール ・

再生効果ポイ ン ト(オ ランダ)(2)外 部不経済 の排除:ス ラム ・麻薬 ・バ ンダ リズム対策

(Bijlmermeer、 米 ・ベ ニングパー ク)(3)最 低限の居住 レベル保証:失 業対策 ・教育補助

(Bijlmermeer)(4)政 策失敗 の相殺:高 齢者対策(高 蔵寺ニュータウン)、P2(所 有主体)

の経営安定確保(オ ランダ ・デンマー ク)(5)住 宅政策の効率化:民 間活用(米 ・ベニ ング

パー ク)、賃貸P1・2化(デ ンマー ク)、Koophuur(オ ランダ)と 整理 した。これ らの項 目

の内、(2)(外部不経済の排除)・(3)(最低限の居住 レベル保証)については我 が国では原因とな

る現象が生 じていない為 、将来 において社会的に原因事象が問題 とな った場合の政策選択

肢 として位置付 けられる。(1)(再配分)の家賃コン トロール については、日本の経済的方政策



向性 を含 めてP3(公 共主体)の役割範囲を議論する必要があるが、集合住宅再生の効果ポイ

ン ト制度は、再生行為に よる居住環境 向上の為のイ ンセンテ ィブ制度 として参考 となる。

(4)(政策失敗の相殺)のP2(所 有主体)の経営安定確保を 目的 とした保険制度は、特に区分所有

制度によるP1(住 み手)の共同所有 とい う形式で運営 してい る我が国の分譲集合住宅におい

ては、経営上の リスクが住棟単位 に集 中 してお りリス クの分散 が図 りにくい状況 となって

いることか ら制度導入 による経営安定上のメ リッ トが大 きい と考えられ る。又、(5)(住宅政

策の効率化)は 、我が国にお ける住政策の硬直化や非効率の改善に寄与す る可能性がある。

第二に、P4(専 門家)の 役割 について記述 した。1992年 以降のBijlmermeerに おける

第2次 大規模再生プ ログラムに関わる主体間の関係をみ ると、P4(MP Bureau)はP1(住

み手)間 の合意形成 を、P4(Project Office)はP1(住 み手)・P2(所 有主体)・P3(公 共

主体)間 の合意形成 を取 り纏 める役割 を担 っている。1992年 の第2次 大規模再生開始前に

はMP BureauやProject Officeの よ うな合意形成を取 り纏める役割を担 うP4(専 門家)

主体は存在 していなか った。その為に、再生を阻害する以下のような問題が存在 していた。

(1)P1(住 み手)の 再生希望が反映 しない、(2)P2(所 有主体)の 資金調達の難 しさ ・不十分

な市場調査、(3)P3(公 共主体)が 資金投資効果 を把握 できない、(4)P4(専 門家 ・建築家)

がP1(住 み手)の 意思を反映 した再生計画 を作成す ることができない、である。MP Bureau

やProject Officeの ように、再生に対す る他主体の意思を総合 し、合意形成を補助す る役割

を担 うP4(専 門家)を 「総合化主体」 と呼ぶ ことにする と、この統合化主体の役割は、(1)

P1(住 み手)に 対 しては、再生に対する意見 を吸い上げ、総合化 し、再生メニューを提示

す ること、(2)P2(所 有主体)に 対 しては、住宅市場の把握 に基 く再生計画資金計画を提示

し、資金調達 を行い、再生後 に再生行為を評価す ること、(3)P3(公 共主体)に 対 しては、

再生効果の社会性 を提示 し、公共投資の受け皿 となること、(4)建築家 ・工事業者等の他 の

P4(専 門家)に 対 しては、住み手の意思の吸い上げを担保 し、再生メニュー ・再生計画の

事前事後 の評価を行い、事業のスケジュール に責任 を持つ こと、 と整理できる。

最後に、P4(専 門家)が 提示すべき再生メニューにお ける再生項 目抽出方法の一つの試

案 として、III章において記述 した居住者属性 と再生希望傾 向との関係 に着 目した成果 を援

用す る可能性 を提示 した。即 ち、III章で得た、(1)個別の再生項 目に対す る再生希望は、駐

車場の拡大等の極 く一部 の項 目を除けば50%に も満たない、(2)しか しなが ら、希望者が全

く存在 しない再生項 目は殆 ど存在 しない、(3)再生項 目によっては再生希望の割合が居住者

属性 と関係 している、(4)再生項 目毎に寄与す る居住者属性の種類および寄与の度合いが異

なる、 とい う結果 を踏まえて、居住者属性 を説明変数 とした再生希望 に対す る数量化II類

によるカテ ゴ リースコアを算 出 し、各P1(住 み手)再生希望の推定判別を行った。P4(専 門

家)に よる再生メニ ュー策定時の1つ の方法試論 として提示 した。



Summary of Article:

Study on the Consensus Building Mechanism

for Renovation of Multi-family Dwellings

Shin Murakami

An adequate approach to rehabilitation of the existing multi-family housing built on

a mass-production basis during the Mass-Housing Period in Japan remains critical in

terms of successful maintenance of a habitable unit for years further . Several
investigations and researches have been carried out from the aspect of technical

solution. However, there is still uncertainty in general assumption with regard to

processes of decision-making over various preconditions to be met as well as obtaining

consent from people involved in rehabilitation . The purpose of this paper was to

propose an ideal methodology and mechanism which may help efficient consensus

building for rehabilitation of multi-family dwellings , based on collected data on several
types of advanced rehabilitation programs which were performed in several counties in

Europe, the United States and Japan.

I evaluated the mechanisms of consensus building of these countries in terms of

satisfactory outcomes for players in rehabilitation ("rehabilitation effects") and

ineffectiveness due to cost sharing required of the players . Our assumption was that
decision-making on a consent basis would not be realized unless positive effects of

rehabilitation on different groups of players overweigh respective levels of cost sharing .
In addition, "consensus building"should be defined as a process to confirm the

decisions prior to start of rehabilitation works .I applied the concept of "rehabilitation

performance level (R level)" to classification of magnitudes of results. Players were

grouped into P-1 (residents), P-2 (owners), and group P-3 (local governments). Scopes

of rehabilitation were shown by "decision-maker levels (D level)" which represent the

target areas of rehabilitation.

I would like to present some findings obtained from this study below:

(1) Sampling and "R-D matrix" distribution of rehabilitation processes

I conducted a field research on exemplary cases of rehabilitation of multi-family

dwellings, which were built during the Mass-Housing Period in 8 countries

including Japan, the US, and several counties in Europe , and itemized a total of 197



rehabilitation works. These items were plotted on a matrix with the axis of R

(rehabilitation performance) levels and D (decision-maker) levels. I also

interviewed and conducted a questionnaire-survey of 34 builders in these 8

countries for the purpose of clarifying differential points and problems specific to

rehabilitation technology. The frequent problems in the aspect of design and

planning were lack of standards for inspection/check techniques, and indefiniteness

of role of architects. The frequent problem in the aspect of construction was

difficulty in development of measures against residents' inconveniences and for

security. The frequent problem in the aspect of organization and that of funding

were difficulty to recruit highly skilled/trained workmen and cost management ,
respectively. The builders already have some solutions for these problems, but

coordination between different groups of actors remains to be achieved at the

business level.

(2) Verification for reasonability in comparison between rehabilitation results and

desired effects by cost-sharing

I compared the two cases of rehabilitation of a multi-family housing performed

almost in the same time period with different backgrounds and purposes. One case

was carried out in Japan and the other in the Netherlands. Kozoji new town in

Japan was rehabilitated mainly at the levels of R-I (renovation) and R-II (reform).

Bijlmermeer new town in the Netherlands had undergone a large-scale

rehabilitation concentrated on D-I level (unit) for the first time in 1983. The

background of rehabilitation of Bijlmermeer was associated with the spatial and

social problems including a high rate of vacancy and increasing cases of crimes,

vandalism, and drug abuse. However, this project did not lead to solution to these

problems and resulted in bankruptcy of P-2 (owners). The second large-scale

radical rehabilitation started in 1992, covering the rehabilitation levels R-I

(renovation) to R-IV (reconstruction) and the decision-maker levels D-I (unit) to

D-IV (community). Both the cases of Kozoji New Town and the second

rehabilitation of Bijlmermeer are considered successful because their occupancy

rates increased after rehabilitation. I investigated several factors that contributed

to these successful cases in terms of the balance between rehabilitation effects and

shared-costs from the respective standpoints of P-1 (residents), P-2 (owners), and

P-3 (local governments).



(3) Preconditions for mutual-consensus of P-1 (residents)

I conducted a questionnaire survey of P-1 (residents) regarding the minimum

percentage of pros that they feel acceptable for implementation of rehabilitation .
Responses from residents in rented houses indicated that they were inclined to

entrust a decision on rehabilitation of the exterior , or the shelter, to P-2 (owners).
At the same time, they also seemed to want to have their preference incorporated in

the process of rehabilitating of certain parts which might influence safety and

convenience of the whole building and/or are categorized under D-III level (housing

complex). Among respondents who own a unit , the desirable ranges of percentage
of residents consenting to rehabilitation at D-II level (building) and D-III level

(housing complex) chosen most frequently were "51% to 75%" and "76 to 99%",
respectively. This result suggests that they were well aware of Commonly Owned

Housing Act, Section 1, Article 17 (Consent from greater than 3/4 (three-fourths)

majority of the voters is required for resolution to change common space areas .) and
Section 1, Article 18, and Section 1, Article 39 (Consent from greater than 1/2 (a
half) majority of the voters is required for resolution concerning maintenance of

common space areas). In addition , with regard to rebuilding, their opinions about
the regulation of Section 1, Article 62 of Commonly Owned Housing Act (which

provides that at least 4/5 (four-fifths) and voters should reach a consensus to

rebuilding), were separated into "decrease of the required percentage of pro voters"

and "increase of the required percentage of pro voters" .

(4) Differences in expected rehabilitation results by residents' factors

One of the noticeable observations was the variance of demanded levels of

rehabilitation according to different factors of P-1 (residents) . I made an attempt to
illustrate residents' requests for rehabilitation in relation to individual backgrounds .

With respect to the dwellings of Kozoji New Town, which experienced repeated

physical changes of R-I level (renovation and reform) and R-II (improvement and

repair), it could be predicted that not all P-1 (residents) of rented units were

satisfied with the results of rehabilitation, particularly with the R-I level

(renovation and reform). It was also found that many of unit-owning P-1

(residents) want R-II rehabilitation works done in addition to the current R-I

rehabilitation efforts for improvement of residential function . A large percent of

respondents in each of the two groups expressed the expectation that parking



facilities would be further improved and expanded.

About 70% of respondents living in rented units and about 90% of unit-owning

residents apparently made a demand for at least one of rehabilitation options listed

in our questionnaire. Those residents who chose multiple answers to specific

questions that were randomly picked out from a combination of R levels and D levels

were also likely to make various requests at other levels. The exception to this

finding was confirmed in a group of respondents who demanded "rehabilitation

efforts concentrated on D-I level but much less efforts on D-II and D-III levels".

With these findings, I made an attempt to clarify a relationship between different

factors of individual residents (room layout, number of floor, family makeup

(including a child or an advanced aged person), age of householder, numbers of

family members in a household, annual income of householder, years of residence ,
estimate years of residence, reformation of 2 units into 1 unit) and requests for

different levels of rehabilitation. It can be well predicted that individual

background factors of P-1 (residents) are related with their respective demands for

rehabilitation efforts, because residents' factors may possibly represent a specific

combination of positive/negative attitudes toward rehabilitation.

(5) Proposal of an effective methodology for consensus building

I would like to propose a methodology that may be useful to achieve consensus

among residents of multi-family dwellings.

Firstly, I would like to describe a theory and practice of cost sharing by P-3 (local 

governments). The responsibility of P-3 (local governments), in the first place, is to

offset "failures in marketing" and "failures in governmental policy" as a fair and

efficient countermeasure with political purposes. The collected rehabilitation cases

were categorized according to the aims of policies of P-3 (local government) as listed

below:

1) Redistribution: low-income housing supply and financial support in the form of

rent subsidy (Bijlmermeer) / rent control and evaluation of rehabilitation

outcomes on a marking basis (the Netherlands)

2) Elimination of negative economic factors: countermeasures against the slums,

drug abuse, vandalism (Bijlmermeer and Benning Park, the USA)

3) Guarantee of minimum residential standard: actions to absorb unemployment

and provide financial support in the form of education subsidy (Bijlmermeer)

4) Offset against failures in governmental policy: measures for the aged (Kozoji New

Town) / ensuring of steady operation for P-2 (owners) (the Netherlands and



Denmark)

5) Promotion of efficacy of housing policy: revitalization of private economy

(Benning Park, the USA) / introduction of rental system at the levels of P-1 and

P-2 (Koophuur, Denmark).

Japan has not experienced any phenomenon that may lead to the necessity of 2)

"elimination of negative economic factors and 3) "guarantee of minimum residential

standard" until now. These two categories should be positioned as additional

options of policy to be made against possible similar events in the future. As for 1)

"redistribution", the scope of responsibility of P-3 (local governments) should be fully

discussed in terms of current Japanese economic policy before proceeding to rent

control. Meanwhile, the marking system in evaluation of rehabilitation results is a

good exemplary case of incentive-plan for improvement of residential environment

by rehabilitation. The insurance system for steady operation by P-2 (owners),

which is included in the category 4) "offset against failures in governmental policy",

is expected to be of great benefit in Japan. The main reason is because risks

involved in housing management generally rise within a building, thus less likely to

be diversified into other buildings, since most collective multi-unit housings have

been managed by the common ownership system in compliance with Commonly

Owned Housing Act in Japan. In addition, 5) "promotion of efficacy of housing

policy" is also expected to contribute to improve rigidity and inefficiency of the

current Japanese domestic housing policies.

Secondly, I would like to present a review of changes in the role of P-4

(professionals). Looking into the relationship between players involved in the

second large-scale rehabilitation program of Bijlmermeer from 1992, MP Bureau

and the project office played the central role in building consensus among P-1

(residents) and P-1 (residents)/P-2 (owners)/P-3 (local governments), respectively.

Those players in the group P-4 (professionals) who play an active role in

consent-building such as MP Bureau and the project office had not existed before

this large-scale rehabilitation program. Absence of such a player had previously

been related to the following problems that had actually hindered rehabilitation

processes:

1) Requests for habilitation from P-1 (residents) are not taken in account.

2) P-2 (owners) face difficulty in financing. Relevant market research is

insufficient.

3) P-3 (local governments) are not able to get a good grasp of results of fund

investment



4) P-4 (professionals and architects) have difficulty incorporating requests from P-1

(residents) when developing rehabilitation plans

Being positioned as an "integrator" who is responsible for gathering of different

opinions of many players and helps expediting the process of consensus-building

among them, the activities of P-4 professionals such as MR Bureau and the

project office may be characterized according to the kinds of groups they work on

as follows:

1) P-1 (residents): Gather their opinions on rehabilitation , summarize the opinions,
and propose rehabilitation options taking them into account .

2) P-2 (owners): Propose a fund-allocation plan for the rehabilitation program based

on a thorough investigation of the housing market , fundraise, and later evaluate
results of completed rehabilitation.

3) P-3 (local governments): Impress importance of rehabilitation outcomes from the

social aspect and take the responsibility for arrangements of public investments .

4) P-4 (other players, or professionals such as architects and builders): Make sure

that residents' requests are taken into account , perform a comparative evaluation

of pre- and post-rehabilitation conditions, and take the responsibility for

monitoring progress within the proposed timeframe of the rehabilitation program.

Lastly, I would like to discuss feasibility of application of the above findings (that I

obtained by studying a relationship between residents' factors and tendency of their

requirements (as described in Chapter III)) as a reference for other professionals

(P-4) in making a tentative plan to recommend specific rehabilitation options even

under different circumstances. As a reference model, I calculated category scores of

residents' requests for rehabilitation with accountable variables of resident factors

using quantification method of type II. This model was developed based on the

following facts I found in this study:

1) In most rehabilitation options specified in our questionnaire, the percentage of

respondents who express a need fell short of 50% except a few items such as

expansion of parking space.

2) In spite of 1), almost all the options got a response from a resident who demands

some extent of improvement.

3) Some of the specified rehabilitation items showed a correlation between

requirements and certain resident factors.

4) Characteristics in factors and contribution levels of residents vary according by

rehabilitation items.



I made an attempt to make a presumptive classification of requirements for

rehabilitation by the levels of P-1 (residents) . This is proposed as a methodology for

P-4 (professionals) to be referred when planning a rehabilitation scheme .
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I章.序



I.序

I章 ・緒 言

本 論 文 の基礎 とな る集 合 住 宅 の再 生 をテ ー マ とす る研 究 は 、1994年 に緒 につ

き、 国 内外 の研 究 者 ・実務 関係 者 ・公 的機 関 関係 者 ・住 み 手 な ど との議 論や 共

同調 査 ・研 究 を踏 ま えて展 開 した もので あ る。

当時 、集 合 住宅 の建 替 えや 大規 模 改 修 が 殆 ど行 われ て い な か っ た我 が 国 の研

究者 と して は 、 まず 調 査研 究 の フ ィー ル ドを海 外 に求 め、 欧米 の再 生 先進 国 の

事例 を収集 した。 再 生 に 関 す る背 景 ・動機 、 目的 ・手 法 、組 織 ・プ ロセ ス 、 資

金 ・コ ス トな どを分 析 し、 再 生 ボ キ ャブ ラ リー の整 理 を行 っ た。 こ こで得 た研

究成 果*1～*5に つ い て は、本論 文 の前提 とな る基 本 的 な知 見 と して 、I章 を中心

に概 説 してい る。

で は 、我 が 国 にお い て ど うす れ ば集 合 住 宅 の 再 生 が 可能 とな り得 るの か。 こ

の問 い に対 して の研 究的 取 り組 み の端 緒 とす べ く、本 論 文 を提 示 した。 即 ち、

集合 住 宅 の 再 生 を 実現 す る為 に取 り組 まれ るべ き研 究 課 題 の 内 、特 に合 意 形成

とイ ンセ ンテ ィブ に着 目 した 研 究成 果 と して 、 以 下 に述 べ る よ うに本研 究 を纏

めてい る。

集 合 住 宅 の 再生 とい う建 築行 為 が 、国 や 地域 の コンテ クス トを踏 ま えた もの

で あ る こ と を前 提 と して 、 異 な る コンテ クス トを有 す る 日本 とオ ラ ンダ の 団地

を対 象 と して 、II章 にお い て 変容 ・再 生過 程 の追 跡 を行 ってい る。 こ こで対 象

と した 団地 は 、所 謂 ニ ュー タ ウン と して1960年 代 に建 設 され た 当時 の 「理想 都

市」 で あ る。 しか しな が ら、時 代 に よ る 「理 想 」の変化 に伴 って 、周 到 に計 画 さ

れた 団 地 にお い て も個別 の問 題 ・軋轢 が 生 じて くる。 これ は 、 「理想 都 市 」 とい

う概念 の曖 昧 性 ・非 論理 性 を 実証 す る事 実 で あ る。 結果 、建 設 後 の各 時 代 ・各

地域 の 「理 想 」 を実 現す る た め に再 生行 為 が行 われ た。 この居 住 地 の持 続 的 変

化 を観 察 し、集 合 住 宅 再生 とい う建 築行 為 を、 再 生 に よって 与 え られ る効 用 と

負担 の 関係 に着 目して位 置付 けた。
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集合住宅住民の合意形成は、集合住宅の大規模再生や建替えを行 う際の最大

の課題の一つである。これは、「再生するべきか否か。」「どのような再生を行 う

べきか。」「お金は誰が払 うのか。」といった意思決定に関係する主体が複数であ

り、主体全てが賛成する案はあり得ないとい う事実に基づいている。対 して、

戸建て住宅の場合は、家族会議で合意すれば再生が実行に移されるのである。

このとき、合意形成の主体の範囲を拡げると、集合住宅の所有者や、社会の利

益を代表する自治体 ・政府などを含めた利害対立の調整が必要となる。本研究

では、各主体のインセンティブに着 目し、最適になるべ く近い選択肢を提示 し

ようと試みている。ここで云 う最適 とは、所謂、経済学的効率や均衡 と、建築

学的価値観の統合 として考えるべきであるとの前提に立つ。即ち本研究は、西

部*6*7が 「相 関社会科学」 と称 して社会科学の数分野の統合 ・相関を試みたよ

うに、「認識の位相」を基にした建築学 と経済学の 「相関」の一つの試みとして

位置付けられる。住み手に関 しては、建築学的価値観に多くを拠って、その多

様性を前提とした個々の価値観を抽出 ・分析 し、再生行為全体に対 しては、経

済学的視点を取 り入れて各主体の効率と均衡を考察する。

I章 においては、 まず本論文 の背景と目的、及び研究の視点と構成について

記述する。次に、集合住宅の再生研究の必要性に言及 した後に、既往の関連研

究を踏まえた本研究の位置付けと意義を明らかにしている。更に、本研究が対

象とした集合住宅団地の選択に関する妥当性 と、研究の方法 ・用語の定義を記

述する。最後に、本研究の前提 としての共同研究成果※1～5であるマ スハ ウジ ン

グ期に建設 された集合住宅再生事例の 「再生工事内容」・「費用及び負担に関す

る経済的条件」・「住民を含めた組織的条件」「設計事務所 ・総合建設業者 ・専門

工事業者(元 々塗装 、防水な ど建築工事の一部を専門に扱っている業者)な ど

の関連主体の役割分担」「再生工事を効率的に進めるためのノウハ ウとその背景

となる専門組織体制 ・教育体制」等に関す る国際比較研究の知見を整理 し、集

合住宅再生における合意形成 ・費用負担とい う課題の重要性を確認する。
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I-1研 究 の 概 要

1.1背 景 と 目的

本研 究 は 、欧 ・米 ・日にお け る先進 的 な集 合 住 宅再 生 事例 の収 集 に よ る再 生

手 法 の類 型 を基 に、 日 ・蘭 のニ ュー タ ウン にお け る集 合 住 宅団 地 再 生 の プ ロセ

ス を抽 出 ・比 較 し、住 み 手 の再 生 に対 す る意識 、及 び 、 再生 に よ って 生 じる関

連 主 体 の効 用 と負 担 に着 目 して 、集 合 住 宅 再 生 にお け る合 意 形 成 を よ り効 率 的

に行 う方 法 論 ・メ カ ニ ズ ム を提示 す る こ と を 目的 と して お り、 以 下 の視 点 に基

く研 究報 告 で あ る。

我 が国 にお い て、 マ ス ハ ウジ ン グ期 に大 量 に建 設 され た 集合 住 宅 を今 後 とも

住 み続 け るに相 応 しい ス トック と し、 い か に再 生 させ る か、 そ の手 法 を考 え る

こ とが重要 な課 題 で あ る こ とは言 うま で もな い。 こ こでい う課 題 につ い て は 、

技術 的側 面 で は検 討 ・研 究 が進 め られ て い るが 、「どの よ うな条 件 が整 え ば再生

が進 行す るの か。」 「どの よ うな プ ロセ ス で再 生 に関す る意 思決 定 を進 めれ ば よ

い のか。」 とい う点 に 関 して は、未 だ整 理 が行 われ て いな い。 即 ち、集 合 住 宅 の

再生 を促 進 させ る為 に 、住 み 手 ・所有 者 ・公 的 主 体 ・生 産者 らが 自 らに とっ て

再生 が有 益 で あ る と考 え得 る条 件 を抽 出 し、 又 、 再生 を阻 害す る大 きな 要 因 で

ある合 意 形成 の難 しさ、負 担 の論理 に回答 へ の道 筋 をつ け る こ とが 必要 で あ る。

これ らを整 理 した 上 で、明確 化 され た 再生 に関す る メカニ ズ ム を社 会 に提示 し、

再生 の メカ ニズ ム に即 した ル ール を構 築 す る こ とは、集 合住 宅 の再 生行 為 を合

理的 に促 進 す る為 に重要 な課 題 で あ る。
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1.2集 合住 宅 再 生 の枠 組 み と論 文 の構 成

1.2.1合 意 形成 の枠組 み

集 合 住 宅 の再 生 手 法 は、 再生 ニー ズ ・経 済 的条 件 ・技 術 的条 件 等 の様 々な 要

因 ・条件 に よっ て選 択 され る(図 表I-1.2-1参 照)。 本 研 究 で は、集 合 住 宅 の 再

生 にお け る合意 形 成 メカ ニ ズ ム を 、合 意 に 関 わ る主体 が 再 生 か ら得 る効 用(以

下 「再生 効 用」)と 、主 体 の費用 負 担 に よる非 効用 の関係 に着 目す る こ とに よ り

記述 して い る。即 ち、 合意 とい う意 思決 定 は、 関連 主 体P1(住 み手)・P2(所

有 主体)・P3(公 共 主 体)の 再 生効 用 が 、各 々費用 負 担 を上 回 る こ とに よって 成

立 す る と した 。 更 に 、再 生 工 事 前 に そ の成 立 を確 認 す る プ ロセ ス が合 意 形 成 で

あ る とす る。 再 生 効用 を高 め る要 因 ・条 件 と して は 、不 具 合 程 度 が大 き い ・居

住 ニ ー ズ が高 い 等 の項 目が挙 げ られ る。 又 、 費 用負 担 を減 少 させ る要 因 ・条 件

と して は、 施 工 技 術 の 向上 等 に よ る再生 コ ス トの減 少 ・家 賃 補 助 や低 利 融 資 制

度 に よ る負 担 の減 少等 の項 目が挙 げ られ る。 本 研 究 で は 、 これ らの 要 因 ・条 件

の 内、技 術 的 側 面 に よ る コス トの 削減 につ いて は、I章 にお い て 共 同研 究 の成

果 と して の知 見 を整 理 した。II章 以 下 で は 、 で き るだ け高 い再 生 効 用 を得 る為

の再 生 内容 を決 定 す る要 因 と して 居 住者 属 性 に よ って 異 な る居 住 者 の 再 生 ニー

ズ に着 目 して い る。 更 に、P1(住 み 手)・P2(所 有 主体)に とって の 再 生負 担

を減 少 させ る要 因 と してP3(公 共 主 体)の 負 担 で あ る補助 政策 に言 及 してい る。

最後 に、 主体 間 の再 生効 用 と費用負 担 の調整 を行 うP4(専 門 家)の 役 割 につ い

て論 じる。

図 表I-1.2-1再 生 手 法 の イ メ ー ジ 図
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1.2.2再 生 内容 と関連 主体 の 区分概 念

再生効 用 の大 き さを 区分す る為 に 「再生性 能 レベル(Rレ ベル)」 とい う概 念

を用 い て い る(図 表I-1.2-2参 照)。 又 、集 合 住 宅再 生 に 関 わ る主体(プ レイヤ
ー)をP1(住 み 手)・P2(所 有 主 体) ・P3(公 共 主体)・P4(専 門 家)に 区分 し

、

合意 形 成 に 関わ る主体 の範 囲 に よ り、 「意 思決 定 レベ ル(Dレ ベ ル)」 とい う再

生 内容 の 区分概 念 を設 定 した。

図表I-1.2-2集 合 住 宅再生 に関連す る概 念 の整理

(1)集 合 住 宅 の再 生性 能 レベ ル(Rレ ベ ル)

集 合住 宅 の再 生 内 容 を、結 果 と して得 られ る性 能 レベ ル に よっ て分類 す る こ

とがで き る。 再 生性 能 レベルI(RI)と は、 「初 期性 能 へ の回 復 」 を 目的 とす

る再 生行 為 で あ り、建 設 時 の性 能 状態 に戻 す 再 生 で あ る。 この行 為 は 、一 般 的

に 「修 理 」・「修 繕 」・「補 修 」・「維持 保 全 」 とい った 呼 び方 を され る。再 生性 能

レベルII(RII)と は、 「再 生行 為 の行 われ る時点 で の 時代 標 準性 能 へ の 引 き上

げ」 を 目的 と して い る。例 え ば、20年 前 の建 設 時 に は一般 的 で あっ た浴 室 内部

設置型 の風 呂釜 を、20年 後 に一般 的 にな った屋 外 型 の風 呂釜 に変 更 し、浴 槽 を

広げて 足 を伸 ばせ る よ うにす る、 とい った 変更 で あ る。 これ は 「改 良」・「改修 」

とい った 呼 び方 で 表 現 で き る。 再生 性 能 レベ ルIII(RIII)は 、 「空間性 能 の包 括

的引 き上 げ」を 目的 とす る もの で 、例 えば、2つ の住 戸 を1つ に して 住戸 面積 を

一気 に2倍 に して しま うとい っ た再 生 を指す
。 これ に相 当す る適 当な一 般 的用

語 がな い為 、 ここで は 「大規 模 改 良」 と呼ぶ 。又 、広 い 意 味で は、 「建 替 え」 も

5



「再 生行 為 」 に含 め る こ とが で き る。 上 記 の レベ ルI～IIIの 手 法 を用 い て再 生

す るよ りも、古 い 建 物 を壊 して新 しい建 物 を建 て た方 が有 利 で あ る と判 断 され

る場 合 に は、 「建 替 え」 とい うRIVが 再 生 手法 と して選択 され るこ とにな る。 以

上 の再生性 能 レベ ルI～IVの 範囲 を総 称 して 「再 生」 と定 義す る。

(2)集 合 住 宅 再 生 の意 思決 定 レベ ル(Dレ ベ ル)

集 合 住 宅 の再 生 にお け る合 意形 成 を扱 う上 で は、意 思決 定 に関 わ る住 民 の範

囲 に よって 再 生 を 区分 して 考 え る こ とが重 要 で あ る。 住 戸 内 の再 生(住 戸 レベ

ル:DI)は 家族 の構 成 メ ンバ ーで 決 定す れ ば よい の に対 して 、階 段 や エ レベ ー

タ とい った住 棟 関連 の再 生(住 棟 レベ ル:DII)は 数 戸 ～数 十 戸分 の家 族 が決 定

に 関わ っ て くる。 団 地 内 の公 園 や 駐 車場 の 再 生 は 、更 に幾 つ か の住 棟 が集 ま っ

た団 地全 体(団 地 レベ ル:DIII)の 問題 で あ る。こ うい っ た関 わ りの範 囲 を団 地

外 を含 めた社 会 的 意 思決 定 レベ ル(社 会 レベ ル:DIV)と 合 わせ て 「DI～DIV

の意 思決 定 レベ ル 」 と定義 す る。

(3)集 合 住 宅 再生 に関 わ る主 体(P:プ レイ ヤ ー)

再生 効 用 を正 の方 向に 高 め る要 因 、又 は、 再 生 に関 わ る費 用 負 担 を減 じる要

因 を再 生 の イ ンセ ンテ ィブ と呼 ぶ こ とにす る と、 関 連 主 体 にイ ンセ ンテ ィブ を

与 え る こ とに よ り、再 生行 為 は促 進 され る方 向へ と誘 導 され る。 本 研 究 で は、

関連 主体 をP1(住 み 手)、P2(所 有 主体)、P3(公 共 主 体)、P4(専 門家)

に分類 す る。 これ らの 主体 は、 完 全 に は相 互独 立 して い な い こ とに留 意 す る必

要 が あ る。 例 え ば、 分譲 集 合 住 宅 にお い て は 一般 的 に はP1=P2で あ る し、

P3は 、P1、P2、P4の 意 思 を間接 的 に反 映 して い る と考 え る こ とが で き る為 で

あ る。 図表4に 、P1・P2・P3の 再 生効 用 と、費 用 負担 に 関す る内容 項 目を整

理 した。 分 譲 住宅 のP1(住 み 手)はP2(所 有 主体)を 兼 ね て い る こ とか ら、

所有 形 式 を区 分 した取 り扱 い が 必 要 で あ る。 尚、 本研 究 を通 して 、 分 譲 にお け

るP1(住 み手)と の表 現 はP1・P2(住 み 手兼 所有 主体)を 意 味す る。

図 表I-1.2-3P1・P2・P3の 再 生 効 用 と費 用 負 担
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(4)R-Dマ トリクス

欧米 日8カ 国 を対 象 と した集 合住 宅 再生 に 関す る国 際 比較 調査 に よる共 同研

究 成果 を基 に、RI～RIIIのR(再 生性 能)レ ベル とDI～DIVのD(意 思決 定)

レベ ル を2つ の軸 と して、集 合 住 宅 の再 生 に 関す る197項 目の再 生 内容 を整 理

し、 「R-Dマ トリクス」 と して示 した(図 表I-1 .2-4参 照)。 本論 文 中 にお い て

は、R-Dマ トリク ス を集 合 住 宅 の再 生 内容 ・再 生 効果 ・再 生 の関 わ る主 体 の範

囲等 を説 明 ・記述 す る為 の道具 と して用 いて い る。

図 表I-1.2-4中 の事 例名 欄 の アル フ ァベ ッ トはJ:日 本 、A:米 国 、D:デ ン

マー ク、E:イ ギ リス 、F:フ ラ ンス、G:ド イ ツ、H:オ ラ ン ダ、S:ス ウ

ェー デ ンの各 国 で の集 合 住 宅 収集 事例 にお い て採 用 され た再 生 項 目で あ る こ と

を意 味 して い る。国名 の右 に並 ぶ 数 字 は各 国 にお け る事例 の通 し番 号 であ る(各

事 例 の概 要 につ いて は図 表I-3.1-7参 照)。
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図 表I-1.2-4-(1)R-Dマ ト リ ク ス
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図 表I-1.2-4-(2)R-Dマ ト リ ク ス
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1.2.3論 文 の構 成 と分析 の視 点

前述 した よ うに、本 研 究 は集 合住 宅 の 再生 に関す る 主体P1・P2・P3の 再 生

効 用 と費 用負 担 に着 目 して、 合 意 形成 の効 率 化 の 為 の 方 法試 論 を提 示 す る こ と

を 目的 と して い る が、 この為 に以 下 の分 析 を行 って い る。(1)再 生 内容 の抽 出 と

R-Dマ トリクス に よ る整 理 、(2)再 生 効用 と費 用負 担 に よ る再 生行 為 記 述 の 妥 当

性 の検証 、(3)合 意 の成 立条 件 の検 討 、(4)P1(住 み 手)の 属性 の違 い に よ る再 生

効 用 の大 き さの傾 向抽 出 、(5)合 意 形 成 に有 効 で あ る と考 え られ る方 法論 と して

の合 意 形成 プ ロセ ス にお け るP3(公 共 主 体)の 役 割 の検討 、(6)同 じく方 法 論 と

して のP4(専 門家)の 役 割 の 検討 、(7)同 じくP1(住 み 手)の 再 生 希 望 推 定 に

よ る再生 メニ ュー の策 定可 能性 の 検討 、で あ る。 各 々の 分析 の視 点 と分 析 を行

った章 ・節 を以下 に示す 。(図 表I-1.2-5参 照)

図 表I-1.2-5論 文 の構 成
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(1)再 生 内 容 の抽 出 とR-Dマ トリクス に よ る整 理(第I章-4節)

第I章-4節 にお いて 、 デ ンマ ー ク ・フ ラ ンス ・ドイ ツ ・オ ラン ダ ・ア メ リ

カ ・日本 の6カ 国 にお け る実地 調査 に基 く共 同研 究成 果 と して 、マ スハ ウジ ン

グ期 に建 設 され た集 合 住 宅 に対す る197項 目の再 生 内容 を抽 出 した 結果 を示 し

てい る(I-4)更 に 、第II章 以 下 にお い て関連 主体 と再 生効 果 に着 目 した分析 を

行 う為 にR-Dマ トリクス上 に整 理 を行 った。

(2)再 生効 用 と費 用負 担 に よ る再 生行 為 記述 の妥 当性 の検証(第2章)

第II章 で は 、 異 な る コンテ クス トを有す る高 蔵 寺 ニ ュー タ ウン(日 本 ・春 日

井 市)とBijlmermeer団 地(オ ラ ンダ ・ア ム ステル ダム市)に お け る集合 住 宅

団 地 の再生 事 例 を用 いて 、 実際 にP1・P2・P3の 再 生効 用 が費 用負 担 と対 応 す

る こ とに よって 再生行 為 が成 立 してい る との説 明が有 効で ある こ とを示す 。

(3)合 意 の成 立 条件 の検 討(第III章-1節)

集 合住 宅 の 再生 にお ける意 思決 定(D)レ ベ ル と主体 との 関係 を表 現す る と(図

表I-1.2-6参 照)、 意思 決 定 レベル がDIか らDIVへ と高 くな る につれ て合 意形

成 に関 わ るP1(住 み 手)の 範 囲が拡 大 す る。集 合 住 宅の 再生 内容 を決 定す る直

接 的 な要 因 はP1(住 み 手)の 再 生 ニー ズ で あ り、合 意 形成 を困難 に してい る理

由 は、DII以 上 の意 思決 定 レベ ル にお い て再 生効 用 が異 な るP1(住 み 手)が 複

数存 在 して い る こ とに あ る。 従 っ て理想 的 には、 再生 に よって各P1(住 み手)

が どの程 度 の再 生 効用 を得 られ るの か を明 らか にす る こ とが で きれ ば、 再生 効

用 と等 価 の費 用負 担 を各P1に 求 め る こ とに よって合 意形 成 は よ り容易 にな る。

即 ち 、P1の 再 生効 用 の総 和が費 用負 担 の総 和 を上 回 る こ とが、P1(住 み 手)の

合意 形成 が成 立す る為 の条件 とな る。

しか しな が ら、P1(住 み 手)の 再生 効 用 を正 確 に定 量化 す る こ とは不 可能 で

あ る。 これ は 、P1(住 み 手)に は専 門的知 識 と経験 が不 足 して い る為 に、事 前

に再生 効 用 を予 測 す る こ とが困難 で あ る とい う点 に起 因 して い る。 従 っ て、P1

の費 用 負担 を再生 効 用 に応 じて個 別 に設 定す る こ とは原則 的 に は難 しい。 この

こ とは、 意 思 決 定 に 関 わ る複 数 のP1(住 み 手)が 存 在 して い る とき には 、P1

全体 の再 生効 用 の総 和 は費 用負 担 の総和 を上 回 って い る と考 え られ る場 合 にお

いて も、個 々 のP1に 着 目す る と再 生 効用 が費 用負 担 を下回 るP1が 存 在す る可

能性 が 高い こ とを意 味 してい る。この とき、効用 が負 担 を下回 るP1に とって は、

再生 に賛成 しな い こ とが合 理的 行 動 とな る。P1(住 み 手)の 再生 合 意 形成 の成

立条件 と して 、複 数 のP1の 内、 どの程 度 の割 合 が再 生 に賛成 すれ ば実行 す べ き

であ る とP1(住 み手)が 判断 して い るか を第III章-1節 で明 らか に してい る。
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図表I-1.2-6集 合住 宅 再生 の意思 決 定 レベル と合 意 形成 に関 わ る主体 との

関係 の概 念 図

(4)P1(住 み 手)の 属性 の違 い に よ る再 生効 用 の大 き さ

再 生 効用 の定 量化 は不 可 能 で あ るが 、再 生 効 用 に対 す る期待 の大 き さの相 対

的 比 較 は可能 であ る と考 えた 。第III章-2節 で は 、再 生 内 容項 目に 対す るP1(住

み手)の 居 住 者属 性 に よ る再 生希 望 割 合 の 差 異 に着 目 して、 居 住者 属 性 の違 い

に よ る再生 効用 に対 す る期待 の大 き さに 関す る傾 向 の抽 出 を行 った。

(5)合 意 形成 に有 効 で あ る と考 え られ る方 法論 の提 示(第IV章)

第IV章 で は、P1(住 み 手)の 合 意形 成 の為 に 有効 で あ る と考 え られ る方 法試

論 を提示す る。

第一 に 、P3(公 共 主体)の 負 担 の論 理 に つい て述 べ る。P1の 合意 形 成 を促 す

為 に は、 費用 負 担 額 を減 じる こ とが効 果 的 で あ る。 この為 の直 接 的 方 法 と して

は 再 生工 事 の コス トダ ウン が挙 げ られ るが 、 工 事 技 術的 検 討 につ い て は本 研 究

で扱 う主 た る範 囲 か ら除 外 す る。 主体 間 の 負 担割 合 に着 目す る と、 賃 貸 にお い
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て はP2(所 有 主体)・P3(公 共 主体)、 分譲 にお いて はP3(公 共 主体)の 費 用

負 担割 合 を増 す こ とに よ り、P1(住 み 手)・P1・2(住 み 手 ・所 有 主 体)の 費用

負担 を各 々減 じる こ とが で き る こ とか ら、P3(公 共 主体)の 負 担 の論 理 と方 法

に関 して考 察す る。

次 に、P4(専 門家)の 役 割 につ い て論 じる。集 合 住宅 再生 にお けるP4(専

門家)の 役 割 は、再 生 計画 の策 定 ・実行 のプ ロセ ス を通 じてP1～P3の 再 生効

用 が費 用負 担 を上 回 るべ く再生 項 目 と費 用 負 担割 合 を調 整 す る こ とに あ る と し

て、合 意形 成 プ ロセ ス にお け るP4(専 門家)の 役 割 に関す る検討 を行 う
。

最後 にP4(専 門 家)が 提示 す べ き集 合住 宅 再生 メニ ュー の抽 出方 法 の試 案 と

して 、 第III章 の成 果 を踏 ま え、 ア ンケー ト調 査 に よ る再 生 希 望 の有 無 と居住 者

属性 に よ る再生 効 用 に対 す る期 待 の大 き さ傾 向 の違 い に着 目 して、各P1の 再 生

希 望推 定 を行 うこ とに よ り、再 生 計画 時 にお けるP1(住 み手)の 希 望割 合 が高

い再生項 目の抽 出 ・絞 込み を行 うこ とがで き る可能性 を論 じる。

こ こで留 意 す べ き は、再 生 に よ る効 用 は正確 に は定量 化 で き な い とい う事 実

で あ る。 従 って 、合 意 形成 の プ ロセ ス は、相 互補 完 関係 に あ るP1(住 み手)・

P2(所 有 主 体)・P3(公 共 主体)の 効用 と負 担 の 関係 を、 で き る限 り判 り易 く

各 主体 に認 識 させ 、効 用 と負 担 に対 す る意 識 を収斂 させ て い く過 程 で あ る とい

える。 云 うまで もな くこの過 程 は、 再生 性能(R)レ ベル と意思 決 定(D)レ ベ

ル が上位 にな るに つれ て複 雑 化 す る。 本 章 で は、我 が国 が未 だ 経 験 して いな い

もの の近 い 将 来 に 直面 す るで あ ろ う上位 レベ ル の集 合 住 宅 団地 の再 生 にお け る

P1(住 み 手)・P2(所 有 主体)とP3(公 共 主体)の 効用 と負 担 の 「折 り合 い」

のつ け方 を例 示 し、合 意形 成 の過 程 にお け るP4(専 門家)に よ る効 用 と負担 の

明確化 の役 割 関係 を示 唆す る もので あ る。
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I-2集 合 住 宅 再 生 の 必 要 性 と研 究 の 位 置 付 け

2.1我 が国 に お け る集 合 住 宅再 生 の 必要 性

現存 して い る住 宅 が建 設 され た時 期 をみ る と、 ア メ リカ ・イ ギ リス ・フラ ン

ス ・ドイ ツ ・オ ラ ンダ にお い ては 、1971年 以 降 に建 て られ た住 宅 が2割 ～5割

に過 ぎな い のに対 して 、 日本 では7割 を 占め てい る こ とが わ か る。 逆 に 、1944

年以 前 に建 設 され た 住宅 は 、例 えばイ ギ リスで は4割 以 上 が 現 在 も住 まい と し

て使 われ てい るの に対 し、我 が 国 では約5%の 割合 を 占め て い る に過 ぎない。即

ち、 欧米 に お い て は、住 まい を修 理 ・修 繕 しな が ら永 く使 って い く とい う社 会

が確 立 して い る。 結 果 と して 、建 築工 事 高 に 占め る リノベ ー シ ョンの割 合 を 見

て も、欧州 の殆 どの国 では5割 前後 を示 して い るの に対 し、 日本 で は 同 じ基 準

で正確 には把握 で きな い もの の、20世 紀 末 の時点 で約1割 ～2割 で あ る と言 わ

れ てい る。

以 上 の事 実 よ り、 日本 の現 状 の住 宅 市 場 は、 い わ ゆ る ス ク ラ ップ ・ア ン ド ・

ビル ド型 で あ り、欧 米 の所 謂 リサ イ クル 型 の 住 宅 市場 とは異 な る需 給 内 容 ・体

制 を有 して い る こ とがわ か る。 しか しなが ら、今 後 は、 地 球 環 境 的 視 点 か らの

資源 の有 効利 用 、 良質 な住 宅 ス トック の形 成 な どの理 由 か ら、 欧 米 リサ イ クル

型 へ の転 換 が予想 され てお り、既 に我 が国 の政策 上 の 目標 ともな って い る。

我 が国 にお け る共 同住 宅 の ス トック(1998年 時 点)は 、 一戸 建 ・長 屋 建 に 比

べ て1960年 以前 の 古い ス トックの割合 が少 な く、1980年 代 以 降 に建 設 され た

住宅割 合 が6割 以 上 と多 い のが 特徴 で あ る。特 に、6階 建 て以 上 の 共 同住 宅 にお

いて は 、更 に顕 著 に傾 向 が現れ て い る。 現在 我 が 国 にお い て は、約10%を 占め

る1960年 代 に建 設 され た 共 同住 宅 の建 て替 え ・大規 模 改修 が課 題 とされ てい る

が 、今 後1970年 代 以 降 に建 設 され た 現状 で9割 近 くを 占 め る膨 大 な ス トックが

老朽 化す る時 点 に お いて は 、 シ ステ ム と して の再 生 手 法 の整 理 が十 分 に用 意 さ

れ てい る必 要 が あ る。 住 宅 問題 の 中で集 合 住 宅 の ス トッ クを ど うす るの か とい

う課 題 が ます ます 重 要 にな って くる とい うこ とにつ い て は 、建 設 時 期 別 ス トッ

クにお いて 、1960年 まで は10数%に 過 ぎな か った 共 同住 宅 の全 住 戸 に お け る

建設 割合 が徐 々 に増 加 し、1980年 以 降 は約 半 分 を 占め て い る こ とで も確 認 で き

る。

所 有 関係別 の非 木造 共 同建 て 専用 住 宅 ス トックで は(1993年 時 点)、 民 営(賃

貸集 合 住宅)、 持 家(分 譲 集 合住 宅)に 比 して 、公 営 ・公 団公 社 の ス トック建 設

時期 が相 対 的 に古 い こ とが わか る。特 に 、公 団 公社 ス トッ クにお け る1970年 以

前 に建 設 され た 住 戸 の割 合 が全 体 の約 半 分 を 占めて お り、 同時 期 にお い て 、公

14



営住宅 と共に、我が国の深刻な住宅不足に対応する為に大量の住宅供給を行っ

た軌跡を読み取ることができる。集合住宅の再生 とい う視点からみると、現時

点においては公団・公社・公営住宅及び給与住宅(社 宅)が 喫緊の課題 を有す る

対象であ り、近い将来には、民間賃貸 ・分譲集合住宅が加わ り、10～20年 後 に

は民間賃貸集合住宅が中心対象となってゆくことが予想される。

以上のことからわかるように、21世 紀 を迎 えて間 もない我が国は、「大量のマ

スハウジング期に建設された老朽化 した集合住宅ス トックをどう扱 うべきか」

とい う切迫 した課題 を突き付けられている。政策的にも、上に述べた環境政策

的側面のみならず、低所得者や高齢者に対する福祉政策的側面 と住宅 ・建築産

業に対する産業政策的側面を含めた効率的な公共財 としての役割が集合住宅の

再生には期待できると考えられる。
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2.2研 究 の位 置付 け

本節 で は、 本研 究 に関連 す る既 往 の研 究 につ い て 、(1)ニ ュー タ ウ ン ・郊 外 住

宅 地 の整 備 ・変容 、(2)住 宅 市 場 、(3)住 宅 政 策 、(4)都 市 基 盤整 備 公 団(住 宅 ・都

市整 備 公 団)、(5)高 齢 社 会 と住 宅地 整備 、(6)集 合 住宅 の管 理 ・更新 ・再 生 、に 大

別 して概 括 した上 で 、本 研 究 を位 置 付 け る。 但 し、(1)～(6)の 分類 は、 互 い に 完

全 に独 立 した概 念 とな って い な い為 、複 数 の 分類 に また が る論 文 ・文 献 につ い

て は、記 述上 適切 な位 置 に分類 した。

2.2.1既 往 の研 究

(1)ニ ュー タ ウン ・郊 外 住 宅地 の整 備 ・変 容

我 が国 にお け る初 期 ニ ュー タ ウン計 画 の理 念 と建 設 プ ロセ ス につ い て は 、 片

寄[1977]*13に よ る千 里 ニ ュー タ ウンに関 す る報告 や 、高 山[1967]*14ら に よる 高

蔵 寺 ニ ュー タ ウンの報 告 が あ る。 これ ら 日本 にお け る大 型 ニ ュー タ ウン計画 の

前提 とな った イ ギ リス のニ ュー タ ウ ンの計 画理 念 につ い て は、 近藤[1971]*15、

オ ズボー ン[1972]*16ら に詳 しい 。建 設 開 始後 、10年 経過 時 の居 住者 像 を含 めて

高蔵 寺 ニ ュー タ ウンの 開発過 程 を、 日本 住 宅公 団 中部 支社[1981]*17は 記録 に残

して い る。

建 設 開始後20～30年 が経過 したニ ュー タ ウンの評 価 と課題 の抽 出 に つ いて

は、津 端 ・片寄 ・川 手 ら[1993]*18に よって報 告 され 、 「成 熟段 階 を迎 えた 」大 規

模 ニ ュー タ ウンが、 「住 宅 ・施 設 の老朽 化 、住 民 の 高齢化 」 な どの 問題 に 直面 し

てい る こ とが指摘 され てい る。又 、住 田[1997]*19は 、「公 庫金 融 、公 営 住 宅 、公

団 住宅 の三 本 柱 の住 宅供給 体 系 」、 「55年 体 制 」 と称 し、 これ に よ る 「マ スハ ウ

ジ ング ・シ ステ ム」 を理論 的 に評 価 し、21世 紀 にお け る社 会構 造 の変化 の特性

を、 「流動 性社 会 」、 「高齢 社 会」、 「農 住 共 生社 会 」 に分 類 し、計 画 面か らの 「ハ

ー ド」 と供給 体 制 面 か らの 「ソフ ト」 双方 か らの新 しい 「シス テ ム」 の 必 要性

を論 じてい る。

この よ うな課 題 に着 目 して 、 ニ ュー タ ウ ン を研 究 対 象 と して近 年 発 表 され た

論文 と して は、公 共 的施 設 の建 築 計画 ・配 置計 画 に関す るもの*20～*27、 空 間構

造 ・街 づ く り ・オー プ ンスペ ー ス に 関す る もの*28～*34、 住 ま い方 に 関す る もの*

35・*36、家族 像 に 関す る もの*37～*39、 高齢 者 に関す る もの*40～*44が あ るが 、主

と して現状 の ニ ュー タ ウンにお け る実態 を抽 出す る こ とを内容 と して い る。

郊外 住 宅 地 の変容 プ ロセ ス に 関 して は、柴 田 ・松 村 ら[2001]*45に よ って 、従

来 の戦前 ・近年 の住宅 地 対象 の研 究*46*47を 踏 ま えて 、マ スハ ウジ ング期 に建 設
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され た住 宅 地 に着 目 した評 価 報 告 が な され 、 ライ フス タイ ル に対応 した住 宅 の

更新過 程 を記 述 して い る。

ニ ュー タ ウ ンの将 来像 に着 目 した 研 究 と して は、 上 野 ら[1997]*48[1999]*49

に よって 高齢者 施 設 の配 置 計画 が将 来推 計人 口に基づ いて提 案 され てい る。

(2)住 宅 市 場

住 宅 市場 とい う概 念 につ い て は 、 まず 、 経 済学 的 価値 観 と建 築 学 ・都 市 計画

学 的 価値 観 の対 立 につ い て 指 摘す る必 要 が あ る。 代 表 例 と して は 、借 地 借 家法

の効果 に 関す る森 本[1993、1994]*50*51、 福 井[1994]*52論 争 が 挙 げ られ る。 こ

れ に 、岩 田[1994]*53、 山崎[1995]*54、 八 田 ・赤井[1995]*55が 加 わ り、市 場概 念

をそ の ま ま住 宅 市 場 へ 適用 す る こ とに対す る建 築 ・都 市 計画 学研 究 者 の 「不 信

感 」 と、 「経 済学 を専 門 と しな い」(岩 田[1994]*53)建 築 ・都 市計 画学 者 の 市場

に対 す る 「理解 の浅 さ」に対 す る経 済 学研 究 者 の批判 が顕 著 に浮 かび 上 が った。

経 済学 研 究 の 対象 と して の住 宅 市 場 につ い て は、 ミク ロ経 済学 にお い て は市

場 メ カ ニ ズ ムが い か に して効 率的 な資源 配 分 を達 成 す るか を分析 す る こ とが 中

心 とな る(*56～58)。 近 年 で は、瀬 古[1993]*59、 上 野[1994]*60、 吉 野[1994]*61に

よ る住 宅 市場 に お け る需 要 ・供 給 の計量 モ デ ル 分析 や 、岩 田[1994-1995]*62～

66に よる資本 コス トに着 目 した 住み 方行動 の実証 分析 が あ る
。

又 、所 有者 の 再投 資行 動 、即 ち、 増 改築 投 資 に関す る分 析研 究 に関 して は、

Kutty[1998]*67の トレー ス論 文 に詳 しい。 他 に は、森 泉[1998]*68 、 中村[1998]
*69
、岩 田他[1998]*70、Can.A.[1999]*71な どの住 宅 ロー ンに 関す る研 究や 、阿

部[1997]*72、 秋 保[1997]*73、 渡 辺[1995]*74、 関川 らに よ る家 賃 に 関す る研 究*

75、 山崎[1997]*76*77、 老 沼[2000]*78、 長 野[1998]*79ら に よ る中古 住 宅 市場 に

関す る研 究 な どが あ る。

一方
、建 築 学 ・都 市 計画 学 と して の住 宅 市 場 にお け る中心 的 関心 は、 居住 者

の要 望 と住 宅 の市場 評 価 との 関係 にあ る。福 川[1995]*80が 「エ コノ ミス トの議

論 」 に 「都 市 空 間 」・「居 住 環 境 」・「生 活 」 につ い て の 「具 体 的 なイ メー ジ」 が

欠 け てい る と指摘 した よ うに 、計 画 学者 は 、住 み 手 に とっ ての 良 い住 宅 とは何

か を探 求す る。住 宅 市場 との関連 にお け る近年 の研 究 と して は、伊 藤[1998]*81、

山崎 他[1998]*82ら の住 宅 選択 行 動 に 関す る もの、鈴 木 他[2000]*83、 伊 藤[1995]

*84
、大 江[1997]*85ら の家族 類 型 に 関す る もの、更 に、マ クロな需 要構 造 とス ト

ック形 式 を扱 った 、久米[2000]*86、 吉 田他[2001]*87、 三 宅[1997、1998]*88*89、

広 原[1999]*90、 浅 見他[1998]*91な どの研 究 が見 られ る。又 、住宅 の リフ ォー ム

市場 に関 して は、八 木[1998]*92が 展 望 を示 して い る。
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(3)住 宅 政 策

住 宅 補 助 政 策 は 大 き く 、 税 制 、 公 的 融 資 、 公 営 住 宅 、 建 築 規 制 、 高 齢 者 補 助

等 に 分 け られ る。 経 済 学 的 に 表 現 す れ ば 、 よ り効 率 的 な 資 源 配 分 を 達 成 す る 為

に 、 不 完 全 な 市 場 メ カ ニ ズ ム を修 正 す る こ と を 目的 と して 政 府 が 介 入 す る とい

う行 為 で あ る。

金 本[1993]*93、 八 田[1995]*94は 、 「市 場 の 失 敗 」 を補 うた め の 所 得 再 分 配 と

公 的 保 険 制 度 が 「政 治 の 失 敗 」 に よ り、 現 行 制 度 に お い て は 「正 当 」 に 機 能 し

て い な い こ とを 指 摘 し、「政 治 の 失 敗 」の 原 因 は 、現 行 の 住 宅 補 助 制 度 に よ り 「潤

う」 「建 設 ・不 動 産 業 界 」 と 「官 僚 機 構 」 で あ る とす る。

更 に 金 本 は 、 「住 宅 事 情 が 悪 い か ら住 宅 補 助 制 度 を推 進 して い て は 、 国 民 の 税

負 担 に 見 合 っ た 政 策 効 果 を あ げ る こ とは 不 可 能 で あ る。」 と言 い 切 り、 「公 平 」

な補 助 政 策 を提 言 して い る。他 に は 、那 珂[1999]*95、 高 木[1997]*96、 豊 蔵[1999]

*97小 川[1996]*98
、寺 木 他[1995]*99、 巽[1996]*100、 久 米[1996]*101、 小 泉[1998]

*102
、 下 川 辺[1994]*103ら が 、 高 齢 者 政 策 の 地 方 分 権 な ど の 新 た な 条 件 に 対 応 し

た住 宅 政 策 を 個 別 に 論 じて い る。

税 制 に 関 して は 、山崎[1993]*104、 岩 田[1998]*105ら が 、公 的 融 資 に 関 して は 、

吉 野[1998、2000]*106*107、 藤 田[1999]*108ら が 、各 々 政 策 効 果 を 考 察 して い る 。

家 賃 助 成 に つ い て は 、 戸 井[1993]*109、 大 江[1993]*110、 寺 尾[1993]*111、 森 反

[1993]*112ら に よ り、実 態 と効 果 が 論 じ られ て い る。特 に 高 齢 者 へ の 福 祉 政 策 と

して の 家 賃 補 助 制 度 に つ い て は 、佐 藤[1993]*113が 民 間 賃 貸 住 宅 の 活 用 へ の 提 言

を行 っ て い る。

借 地 借 家 法 に つ い て は 、前 項 で 既 述 した 森 本 一 福 井 論 争 の他 に 、 生 熊[1993]*

114、 久 米[1996、1997]*115*116が テ ー マ と して お り、海 外 の 住 宅 政 策 の 紹 介 と評

価 に 関 して は 、 水 原[1993]*117、 ム イ ヤ ー ル[1993]*118、 海 老 塚[1994、1996、

2000]*119*120*121、 マ ー シ ュ他[1994]*122が 、 我 が 国 政 策 の 方 向 性 を示 唆 す る も

の と して 報 告 して い る 。

(4)都 市 基 盤 整 備 公 団(住 宅 ・都 市 整 備 公 団)

都 市 基 盤 整 備 公 団 は 、1955年 の 日本 住 宅 公 団 設 立 、1975年 の 宅 地 開 発 公 団

設 立 、1981年 の 住 宅 ・都 市 整 備 公 団 へ の 両 公 団 の 統 合 を経 て 、1999年10月1

日、 都 市 基 盤 整 備 公 団 と して 再 出発 した 。

こ の 直 近 の 再 編 に 際 して は 、 公 団 の 役 割 と今 後 の 課 題 に つ い て 多 く の 意 見 が

発 表 され た*123～*137。 中 で も 、岩 田[1997]*124は 現 行 の 税 制 ・法 制 度 の 「ゆ が み

を解 消 す る こ とが 先 決 」 で あ る と した 上 で 、 公 団 は 「外 部 経 済 効 果 の 大 き い 業

務 に 専 念 す べ き で あ る 」 とす る。 同 様 に 、 北 山[1997]*125、 大 竹[1997]*127、 福
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井[1999]*136も 、政 策的 枠組 み の見 直 しを含 めた提言 を行 ってい る。

又 、山 田[1997]*137は 、公 的 セ ク ター の役 割 を論 じる こ とに よって 「住生 活文

化 」

を再 考す る機 会 が与 え られ た と指 摘 して い る。住 田他[1995]*134・ 服 部他[1995]

*135

ら は 、 住 宅 ・都 市 整 備 公 団 の 見 直 し発 表 に よ り以 前 の 時 点 で 、 公 団 の 功 罪 と今

後

の 役 割 に つ い て 論 じ、 転 機 の 必 要 性 を提 言 して い る。

そ の 他 近 年 の 関 連 研 究 と して は 、阿 部[1997]*138に よ る公 団 事 業 の 紹 介 、児 島

他[1996]*139・ 大 佛 他[1996・1997]*142*143に よ る建 替 え 時 の 仮 移 転 ・戻 り入 居

問 題 、 荘 他[1996]*140・ 安 田 ・古 谷[2000]*141ら の 居 住 者 意 識 調 査 、 園 田[1998]
*145に よ る 高 齢 者 対 策 が あ る

。

改 善 ・維 持 ・保 全 を テ ー マ と した も の と して は 、 宮 沢 他[1996]*146・ 大 佛 他

[1998]*147ら に よ る 現 状 分 析 報 告 が あ る。

(5)高 齢 ・少 子 化 社 会 と住 宅 地 整 備

高 齢 社 会 を テ ー マ とす る研 究 は 、1963年 の 老 人 福 祉 法 制 定 以 降 に 始 ま っ た と

され る。 当 初 は 、 建 築 計 画 学 分 野 に お い て 、 老 人 福 祉 施 設 の入 居 者 居 住 ・施 設

利 用 実 態 の把 握 が 中 心 と な っ た 。

1970年 代 に 入 っ て 、公 共 住 宅 ・農 村 住 宅 ・地 域 施 設 へ と研 究 対 象 が 拡 大 した 。

1980年 代 に 置 い て は 、 建 築 学 の ほ ぼ全 分 野 へ と研 究 内 容 が展 開 して い る。

近 年 の 関 連 研 究 と して は 、施 設 の 利 用 特 性 ・需 要 ・配 置 等 を扱 っ た 浅 沼 他[1997]

*148
、 大 坂 谷 他[1999、2000]*149*150ら の 報 告 、 居 住 実 態 を テ ー マ とす る 松 本

[1994]*151、 瀬 古[2001]*152、 小 川[1997]*153、 橘 ・高 橋[1999]*154、 志 田 他[1996、

1998]*155*156、 齊 藤 ・外 山[2000]*157ら の 報 告 、高 齢 者 を含 む 世 界 の 家 族 構 成 に

関 す る 山 田 ・玉 置[1996、1997]*158*159、 鈴 木[1997]*160、 眞 嶋[1995]*161ら の 報

告 が あ る。 高 齢 者 問 題 に 対 す る制 度 的 検 討 と して は 、 園 田[1993・1998]*162*163

に よ る借 家 居 住 の 高 齢 者 へ の 支 援 策 の 提 案 や 、劉 ら[2000]*164に よ る リバ ー ス ・

モ ー ゲ ー ジ 制 度 の 適 用 可 能 性 の 検 討 が あ る 。 又 、 高 齢 者 の 為 の 住 宅 改 善 助 成 制

度 に つ い て は 、蓑 輪 ら[1997]*165に よ り助 成 利 用 実 態 報 告 が 行 わ れ て い る。少 子

化 と居 住 環 境 との 関 係 に つ い て は 、 浅 見[1998]*166、 廣 島[1994]*167が 、 統 計 的

考 察 を行 っ て い る。 又 、 深 沢 他[2000、2001]*168～*170は 、 教 育 施 設 の 再 編 に 関

して 報 告 して い る。

(6)集 合 住 宅 の 管 理 ・更 新 ・再 生
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我 が 国 の住 宅 供給 の主 眼 は、1970年 代 に フ ロー か らス トックへ と徐 々 に転 換

が始 ま る。 これ は 、 日本全 体 の平 均 と して は、 住宅 数 が世 帯数 を 上回 り、一 応

の量 的 充足 に至 っ た こ とに よ る。 しか しな が ら、依 然 と して都 市部 にお いて は

深 刻 な住 宅 不 足 が続 いて お り、質 的 に は貧 困で あ る との認識 が 主流 で あ った 。

これ を背 景 に、集 合 住 宅 の管理 ・更新 ・再 生 に 関す る研 究 に おい て も、1970年

代 後 半 か ら80年 代 に か けて は、都 市部 木造 密集 市街 地や 初 期型 の公 営 住 宅 が主

た る対 象 と され た。80年 代 後 半 か ら90年 代 に入 る と、公 団住 宅 や 民 間 分譲集

合 住 宅へ と対 象 が拡 大 す る。特 に、1995年 の阪神 ・淡 路 大震 災以 降 は地震 に よ

り被 害 を受 けた 分譲 集 合住 宅 の建 替 え問題 が喫 緊 の課題 とな り、多 くの報 告*171

などが蓄積 され た
。

近年 で は、分譲集 合 住 宅 の維持 管理 に 関す る梶 浦他[1999、2000]*172*173*201、

齊 藤 他[2001]*174、 曽根 他[1999]*175、 上 野他[1998]*176ら の研 究 、分 譲 集 合 住

宅 の建 替 え ・維 持 管 理 に 対 す る住 民意 識 を扱 っ た川 野 ・村 上[1999]*177、 岡 田

[1996]*178、 伊東[1995]*179、 藤 木他[2000]*202等 の報告 、公 団 住 宅 の 再生 に対

す る住 民 意 識 に 関 す る鈴 木[1996]*180、 森 保 他[1997、1990]*181*182、 大 佛 他

[1998]*183、 安 岡他[1996]*184、 森保 他[1996、2000]*185*186ら の報 告 、公 団住 宅

の建 替 え手 法 を扱 っ た大佛[1996、1997]*187～*189、 高 田他[1997]*190*191、 大 家

他[1997、1998]*192*193の 研 究、共用 空間 の利 用 実態 に着 目 した 再 生計 画 を提 示

した 園 田[2000]*194の 報 告 が あ る。これ らは、住 民意 識 の抽 出 をベ ー ス と して い

る ものが 大半 で あ る。 又 、 野城 他[1998]*203*204や 延 藤 他[1995、1999]*205*206

等 に報 告 され て い る よ うに、 画一 的 な 「与 え られ た 」 計 画 で は な く、 住 み 手 が

意思 決 定 に参 画 で き る手法 を再生 ・維 持 管理 ・建 替 え とい う供 給 シス テ ムへ組

み 込 んで い くこ と を指摘 して い る こ とが 近年 の傾 向で あ る。 住 民 意識 の 集 合 と

して の合意 形成 をテ ーマ とす る齊藤 ・長 谷川[2001]*195の 報告 は、建 替 え時 の合

意形 成 にお ける課題 と して 「役割 の明 確化 」、 「費 用 自己負 担 困難 所 有 者 へ の 対

応 」、 「発 意 ・判 断 基 準 の作 成 」、 「支援 体 制 の 強化 」、 「公 的 介入 の検 討 」 を挙 げ

て い る。

又 、門脇 ・深尾 他[2001]*196はSI住 宅 の改修性 能 評価 を試 み てい る。

集 合 住 宅 の 再生 手 法 に関 して は、 マ スハ ウジ ング期 に建 設 され た鉄 筋 コン ク

リー ト造 の集 合 住 宅 に着 目 して、 共 通 の課 題 を有す る海 外 諸 国 との国 際 比 較 事

例研 究 と して、松 村 ・村 上他[1996-1999]*1～*5,*197～*199な どが報告 して い る。
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2.2.2本 研 究 の位 置 付 け

本研 究 は 、ニ ュー タ ウ ンにお け る集 合住 宅 の再 生 を対 象 と した 合意 形 成 メカ

ニズ ムを扱 うもの で あ るが、既往 の研 究 を踏 ま えた 意義 は以 下 の通 りで あ る。

ニ ュー タ ウン ・郊 外住 宅 地 整 備 研 究 と して は、 再 生計 画 に着 目 した報 告 は他

に見 られ な い。 又 、集 合 住 宅 の管 理 ・更新 ・再 生研 究 と して は、 維持 ・保 全 ・

建 替 え に 関す る既 往 の研 究報 告 は存 在 す る もの の、 大規 模 再 生 を含 め た報 告 例

は松村 ・村 上 〔1996～1999〕 らに よ る集 合 住宅 再 生 に 関す る国 際 比較研 究報告

に限 られ る。 これ らの 報告 は 、再 生 内容 ・費 用 ・組 織 に 関す る事 例 分析 を内容

と して い るが 、本 研 究 で は 、 大規 模 再 生 を含 めた集 合 住 宅 再 生 にお け る合 意 形

成 をテ ー マ と した点 にお い て他 に例 をみ な い 。又 、住 宅 市 場研 究 と して は 、 主

と して経 済 分 野 にお い て 関 連 主 体 のイ ンセ ンテ ィブ に着 目 した住 宅 建設 の合 意

形 成 メカ ニ ズ ム に 関す る研 究 が行 われ てい るが 、集 合 住 宅 の 再 生 を扱 った例 は

な い。 更 に 、経 済 分野 にお い て は 、 主体 のイ ンセ ンテ ィ ブが 均 一 のモ デ ル と し

て扱 わ れ て い るの に対 し、 本 研 究 に お い て は 、住 み 手 のイ ンセ ンテ ィブの 多様

性 を抽 出 してい る点 に意 義 が あ る。

但 し、 本 研 究 は 、 具 体的 な合 意 形 成 方法 を提 示 す る もの で は ない。 欧 ・米 ・

日にお け る先 進 的 な 集 合 住 宅 再 生 事 例 の 収 集 に よ る再 生 手 法 の 類 型 を基 に 、

日 ・蘭 の ニ ュー タ ウンにお け る集 合 住 宅 団地 再生 の プ ロセ ス を抽 出 ・比 較 し、

住 み 手 の再 生 に対 す る意 識 、及 び 、再 生 に よっ て生 じる関連 主 体 の効用 と負 担

に着 目 して 、集 合 住 宅 再 生 に お け る合 意形 成 を よ り効 率 的 に行 う方 法論 ・メカ

ニズ ムの方 向性 を示唆 す るこ とを 目的 と して い る。
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I-3研 究 の 対 象 と方 法

3.1対 象 と方 法

本 研 究 にお い て 、分 析 の対 象 とな るデー タ ソー ス を得 た 調査 の概 要 は 、図 表

I-3.1-1に 示す 通 りで あ る。各 々の調 査 につ い て主 た る分析 を行 っ た章 を示 した。

本研 究 は、集 合 住 宅 の再 生 をテ ーマ と してい るが、DI(住 戸 レベ ル)～DIV

(社 会 レベ ル)に 跨 る再 生 内容 を扱 うこ とか ら、 ニ ュー タ ウン を研 究 対 象 と し

て 地域 的 視 点 か ら集 合 住 宅 の再 生 行為 を検 討 ・分析 して い る。 本研 究 の対 象 と

した 高蔵 寺 ニ ュー タ ウンは 、以 下 の 点 にお い て研 究 目的 に添 うもの で あ る。(1)

我 が国 にお いて最 も初期 に計 画 され たマ スハ ウジン グ期 の ニ ュー タ ウンの1つ

で あ り、長 期 にわ た る変容 過 程 の抽 出 が 可能 で あ る こ と、(2)現 在 、築後40年 近

くに な る住棟 が存 在 し、 大規 模 再 生 ・建 替 え の時 期 を迎 えて い る こ と、(3)同 様

の状 況 が 他 の ニ ュー タ ウンで も次 々 と生 じる可能性 が 高 い こ と、(4)居 住 地 と し

て の ニ ュー タ ウ ンは地 域 的 に 閉 じて い る為 、 分析 対象 と して 明確 で あ る こ と、

(5)新 し く計 画 され た居 住 地 と して 、建 設 時 に は理想 的 状 態 が 計 画 され 建 設 以 前

か ら生 じて い る再 生 ニー ズ が無 い もの と仮 定す る こ とが で き る こ と、 で あ る。

ほぼ 同時 期 に開発 され た 千 里 ・多 摩 両 ニ ュー タ ウンで は複 数 の 事 業 主体 に よる

住 宅 ・宅 地 供 給 が行 われ た の に対 して 、 高蔵 寺 ニ ュー タ ウン は、 原則 と して 日

本 住宅 公 団 単独 に よる土 地 区画 整 理 事 業 に基 く賃 貸 ・分 譲 住 宅 ・宅 地 の供 給 が

行 われ た 。 結 果 と して、集 合 住 宅 の型 式 ・性 能 と維持 ・管理 の状 況 が 団 地全 体

で ほぼ均 一 化 され てお り、 国際 比 較 研 究 の対 象 と して 再 生行 為 を団 地 と して抽

出 ・比 較す る為 の一 体性 が存 在 してい る。 対 して、 オ ラ ンダ のBijlmermeer団

地 を比較 対 象 と して選 定 した理 由 は以 下 の 通 りで あ る。(1)高 蔵 寺 ニ ュー タ ウ ン

と同様 にマ スハ ウジ ング期 に建 設 され た ニ ュー タ ウンで あ るこ と、(2)住 を含 め

た、 所謂 、英 国型 の ニ ュー タ ウ ンで はな く、 日本 型 ニ ュー タ ウン との共 通 した

機 能 と して の住 む 為 のベ ッ トタ ウ ン型 のニ ュー タ ウンで あ る こ と、(3)建 設 後 間

もな くス ラ ム化 が 進行 し、大 規模 な 団地 の 再 生行 為 が継 続 的 に行 われ て きた こ

と、(4)特 に1996年 以 降 の 大規模 団地 再 生 プ ロジ ェ ク トは、大規 模 再 生 の試 み と

して 、高蔵 寺 ニ ュー タ ウンにお け る再 生行 為 に含 まれ な い高 い再 生 性 能(R)レ

ベ ル と意 思 決 定(D)レ ベ ル の事 例 を含 ん でい るこ と、(5)オ ラ ンダ の文化 ・国 民

性 と して の徹 底 した議 論 に 立脚 したル ー ル の明確 化 が行 わ れ 再 生 の プ ロセ ス ・

ルー ル を抽 出 し易 い こ と、 で あ る。 比較 に 当た っ て は、 ベ ッ ドタ ウ ン型 の ニ ュ

ー タ ウンで あ るこ と、建設 時 期 、規 模 、計 画趣 旨な どの共 通点 と、文 化 ・法 規 ・

制度 な どの社 会 的 背 景 、所 有 者 ・所 有形 態 ・居 住者 の属 性 と所 得 ・人 種 な どの
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均 一性 、バ ン ダ リズ ム ・犯 罪 ・失 業 な どの 存在 とい っ た 相違 点 に留意 し、再 生

の条件 ・プ ロセ ス と再生 効 用 ・費 用 負 担 に関 す る考 察 を行 う。 調 査対 象 と した

集 合 住 宅団 地 は、 日本 の公 団 住 宅 団 地及 び オ ラ ンダの 賃 貸住 宅 団地 を中 心 と し

て扱 って い るが 、 本研 究 で 得 る再 生 手法 の整 理 と合 意 形 成 の枠 組 に関す る結 論

は、 例 えば 民間 所 有 の分 譲 集 合 住 宅 の 再生 に も適 用 可 能 な 示唆 を与 え る こ とが

可能 で あ る。

ア ンケ ー ト調 査 の 対象 と した の は 、 高蔵 寺 ニ ュー タ ウン ・公 団賃 貸 住 戸:藤

山台 団 地 ・岩 成台 西 団 地 ・中央 台 団 地 ・高森 台 団地 の32住 棟,公 団 分譲 住 戸:

藤 山台 団地 ・岩 成 台西 団地 の24住 棟 で あ る。対象 の選 定 にお い て は、以 下の視

点 を設 定 した。(1)高 蔵 寺 ニ ュー タ ウンにお い て、 最 も初 期 に建 設 され 、 同 じ住

棟形 式 ・仕 様 を有 す る賃 貸 ・分譲 住 棟:藤 山 台(賃 貸),藤 山台(分 譲)、(2)(1)

と異 な る立地 特性 ・住 棟 形 式 ・建 設 年 を有 す る賃 貸 住棟:岩 成 台 西 ・中央 台 ・

高森 台(賃 貸)、(3)(1)と 異 な る住棟 形 式 ・建 設 年 を有 す る分 譲 住棟:岩 成 台西(分

譲)、 で あ る。ア ンケー ト調 査 の 実施 時期 は、賃 貸 住戸:配 布 ・1999年12月3・

4日;回 収 ・1999年12月10・11日,分 譲 住 戸:配 布 ・2000年11月11・12・19・

20日;回 収 ・2000年11月19・20日 で あ る。留 置方 式 で配 布 し、訪 問方 式 で 回

収 、不 在 の場 合 は郵 送 に よ る回答 返 送 を依頼 した。 回 収 率 は 、賃 貸:32.2%,

分譲:54.3%で あ る。

図 表I-3.1-1論 文 対 照 ・デ ー タ ソー ス ー 覧
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図 表I-3.1-2※1調 査 対 象 詳 細

図 表I-3.1-3※4調 査 対 象 詳 細

図 表I-3.1-4※5ア ン ケ ー ト調 査 対 象 詳 細
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図 表I-3.1-5※6ア ン ケ ー ト調 査 対 象 詳 細

図 表I-3.1-6※7調 査 対 象 詳 細
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図表I-3.1-7欧 米 にお け る集合 住 宅再 生 収集 事例 一覧
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3.2関 連 用 語 の 定義

本節 で は、本 論文 中で用 い る主要 な用語 につい て整 理 を行 う。

(1)マスハ ウジ ン グ期

我 が国 に お いて は 、住 宅政 策 の 「55年 体 制 」の確 立、即 ち、住 宅 金融 公 庫 ・

公 営 住宅 ・公 団住 宅 の3大 政 策的 住宅 執行 組 織 が 出揃 う1955年 頃か ら始 ま る、

「早 く ・安 く ・多 く」 を 目的 と した住 宅 の 大 量供 給 期 を指 す 。 理論 的 背 景 は 、

20世 紀 前 半 の欧 州 を起源 とす る機能 主 義 に基 く近 隣住 区論 で あ る。 欧 州諸 国 に

おい て は、第 一 次 世界 大 戦後 、日本 にお い て は第 二次 世界 大 戦後 に顕 著 とな る、

住宅 不 足 の解決 対 策 と して採 用 され 、展 開 され た。1990年 代 に は、 おお よそ の

量 的 充足 を得 て 「フ ロー 」 か ら 「ス トック」 へ と住 宅 供 給 の 主眼 は徐 々 に転 換

され 、マ ス ハ ウジ ング的 住 宅供 給 は収束 へ と向 かっ た。 マ スハ ウジ ン グ期 の 実

地 供給 方 式 と して は 、数 百 戸 ～数 千戸規 模 の 「一 団 地方 式 」や 数 千戸 ～ 数 万戸

規模 の 「ニ ュー タ ウ ン方 式 」 が用 い られ 、 羊羹 型 の集 合 住 宅 を 中心 に建 設 が行

われ た。 戸建 住 宅 に対 して は、持 ち家推 進 政策 に基 く建売 住 宅が供 給 され た。

(2)ニ ュー タ ウン

ニ ュー タ ウンの 定義 につ い ては 、(1)～(3)に 示す 通 りで あ る。 欧 ・米 ・日

主要 国 にお け るニ ュー タ ウン開発 の歴 史 につ い て は、図表I-3.1-8に 纏 め る。本

論 文 で扱 う2つ の ニ ュー タ ウンは、「都 市近 郊 に新 た に開発 され たベ ッ ドタ ウン

型 のニ ュー タ ウン」 で あ る。

1)英 国 にお けるニ ュー タ ウンの定義

1946年 のNEW TOWN ACTに 基 づ いた もので 、1953年TOWN DEVELOPMENT ACT

(EXPANDING TOWN)と は、 区別 され るの が 一般 的 で あ る。 古 代 、 中世 の ニ ュー

タ ウン との相 違 点 は、 現代 の ニ ュー タ ウン は都 市 の発 展 に 尺度 を 当て よ うと

して い る こ とで あ る。概 念 と して は、過 密 を 「悪 」 と明確 に規 定 し、 ハ ワー

ドの 田 園都 市6原 則(オ ズ ボー ンの5原 則)を 基本 的 に継 承 して い る。 しか

しな が ら、 規模 につ い て のみ拡 大 してい っ た。GARDEN SUBURB(田 園的郊 外住

宅地)、DORMITORY SUBURB(ベ ッ ドタ ウン)と は 、明確 に 区分 され る。

2)国 際住 宅都 市 計画 連合(IFHP)に よる定義

「定 め られ た ゴー ル や 目標 に呼 応 して 、意 識 的 に創 出 され る計 画 的 コ ミュ

ニテ ィ」 を指 し、 「調 整 の とれ た開 発 に よ って 、指定 地域 の も と も との住 民数

に対 して 、相 当 の比 率 の誘 発 人 口が もた ら され る とよ うな 人 間定 住 地 」 を計

画 す る もので あ る。 最 低 人 口水 準 は、 国 、母 都 市 に よ って 異 な る。 立地 と し

て は、 首都 圏 に あ り、既 存 市街 地 と隣 接 し、相 当規模 の古 い 定住 地 を含 む 場

合 が多 い。
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・ニ ュー タ ウンの7分 類

1.植 民地都 市 的 タイ プ(ア ジ ア ・ア フ リカな ど)

2.異 民族 の 定住 地

3.都 市混 雑緩 和

4.新 首都

5.脱 工業化社 会

6.経 済 成長 拠 点

7.公 害 ・戦争 に よ る もの

対象 地 が あ らか じめ定 め られ た もの(資 源 が らみ な ど)と 、い くつ か の候 補 地

か ら選 ばれ た もの(母 都 市人 口緩 和 な ど)が あ る。

3)日 本 にお け るニ ュー タ ウンの定義

・日笠端 に よる定義

1.広 い定義;「 計 画的 に開発 され た新 しい 居住 地 」

2.や や狭 義;「3万 人 を越 す都 市 的 ス ケー ル で 行 われ る新 しい 市街 地 開発 」

3.最 も狭 義;「 た とえ小 規模 で あ って も、生 産 ・流 通 ・消費 の各機 能 を備

えた独 立都 市 で あ って 、新 た に開発 され た もの」→ 新 首 都 ・

英N.T

・日笠 端 に よる5分 類

1.新 首都 、2.衛 星 都 市 、3.地 方 産業 振 興 、4.大 規 模 計 画/開 発 新 市

街 地 、5.New.Town.in Town

・「新建 築 学 大 系20」;「 大量 の住 宅 また は住 宅地 の 供給 を主 目的 と し

な が ら も、 他 の 多 くの都 市機 能 を併 せ て 計 画 さ

れ る都 市 ス ケ ー ル の開 発 は 、住 宅 新 都 市 と呼 ば

れ る。」

↓

計 画 人 口5万 人以 上 、500ha以 上

・「高蔵 寺 ニ ュー タ ウン計 画 」;現 状 で は 「都 市 」 で は な く と も、環 境 水 準 が

高 く、 大規模 な住 宅 地 を都 市 圏 の 中に機 能的 に配 置 す るこ と。

・日笠端 に よる未 来 へ の4つ の型

1.研 究 ・産業 都 市型

2.複 合 リゾー ト都 市 型

3.大 都 市周 辺 ニ ュー ライ フタ ウン型

4.産 業 転換跡 地 開発 型
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(デ ー タ)「 明 日の ニ ュー タ ウ ン 」,建 設 省 建 設 経 済 局,1990

図 表I-3.1-8各 国 にお け る ニ ュ ー タ ウ ン 開 発 の 経 緯

(3)マンシ ョン

マ ンシ ョン とは 、 日本 で は 「主 に大都 市 にお い て、 各 住 戸 が 主 と して分 譲 方

式 に よって 民 間 に よ り供給 され る 中高層 の鉄 筋 コ ンク リー ト造 また は鉄 骨 鉄 筋

コン ク リー ト造 の共 同住 宅 の俗称 」(建 築 大辞 典)で あ る。1950年 代後 半 か ら、

当初 は 日本住 宅公 団や 各都 道 府県 の住宅 協 会等 によ り供給 され た。1960年 代 か

らは、民 間 に よ る供 給 も始 ま り、1960年 代後 半か らは大都 市部 にお ける代 表 的

居住形 態 の1つ と して定着 した。

2001年9月 施 行 の 「マ ンシ ョン管理 適 正化 促進 法 」 にお い て は、 「二人以 上

の所有 者 が存在 す る居住 用建 物 」 と して い る。

(4)高齢 者

一 般 に
、65歳 以上 を高齢 者 と呼 ぶ。 この 内、65～74歳 を前 期 高齢者 、75歳

以上 を後 期 高齢 者 とす る。

(5)超高齢社 会

総 人 口に対 して高 齢者 人 口の 占 め る割 合(高 齢 化 率)が25%を 超 えた社 会 の

呼称 。7%超 ～14%の 状態 を 「高齢化 社 会 」、14%超 ～25%を 「高齢 社 会 」 と呼

ぶ。
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I-4マ ス ハ ウジ ン グ 期 集 合 住 宅 再 生 工 事 の 類 型 と課 題

本節 で はまず 初 め に、マ スハ ウジ ン グ期 に建 設 され た 集 合住 宅 の 「再生 工 事

内容」・「費用 及 び 負 担 に 関す る経 済 的条 件 」・「住 民 を含 め た組 織 的 条 件 」 な ど

の知 見 を提 供 す る。更 に実 際 に再 生 工事 が建 築 工 事 中4割 ～6割 の割 合 を 占めて

い るデ ンマ ー ク ・フ ラ ンス ・ドイ ツ ・オ ラ ンダ ・ア メ リカ の5カ 国及 び 日本 を

含 め た計6ヶ 国 にお け る実態 調 査 に よ り、設 計 事務 所 ・総 合建 設 業者 ・専 門 工

事 業者(元 々塗 装 、 防 水 な ど建 築 工 事 の 一部 を専 門 に扱 って い る業者)な どの

関連 主体 の役 割 分 担 を分析 して再 生 工 事 を効 率的 に進 め るた め の ノ ウハ ウ と、

そ の背 景 とな る専 門組 織 体制 ・教育 体 制 に 関 して の知 見 を提 供す る。最 後 に、 新

築 工 事 と異 な り独 自の技術 的 基 盤 を必 要 とす る再 生 工 事 の 特徴 と再 生 工 事 の根

底 に存在 す る課題 を提 示す る。

尚、本 節 は、 「マ スハ ウジ ン グ期 集 合住 宅 の位 置づ け と再生 工 事 内 容 の分類 」

*4
、 「再生 工 事 の経 済 ・組織 的 成 立条 件 に関す る事例 研 究 」*5、"Case study of

roles in rehabilitation - International comparative research on

rehabilitation methods of multi-family dwellings constructed during the

mass-housing period"*200を 要約 した もの で あ る。

4.1再 生 工事 内容

デ ンマ ー ク、 フラ ンス、 ドイ ツ、 日本 、 ア メ リカ の5カ 国で 行 われ て い る再

生手 法 の 内容 と技術 に 関す る体 系的 な整 理 を、 主 と して詳 細 な事 例 調 査 とそ の

比較 分析 を通 して 実行 した。

収集 した 再生 事例 は計58事 例 で あ る。こ こで収 集 した 集 合住 宅 の 再生 内容 項

目につ いて 、R-Dマ トリク ス上 に整理 した 。(前 掲:図 表I-1.2-4)こ の 内 、再

生 工事 前後 の各 種 図 面及 び 工事 費 内訳 書 の得 られ た5事 例 に つ いて それ ぞれ の

細 か な工事 内 容 を抽 出 ・整 理 した のが 図表I-4.1-1で あ る。こ こで は比較 の た め

日本 にお いて 一般 に よ く見 られ る大 規模 な 外壁 改修 工 事 の例5と2戸1改 造 の

例6を 加 え、計7事 例 を扱 って い る。 先ず 、7事 例 に 現れ た 全 て の工 事 内容 は、

そ の対 象 に よ って住棟 、住 戸 、外 構 、他(主 と して他 の 工事 に付 随 す る仮設 等)

に分類 で き る。 国 に よ って詳 細 は異 な るが 、 この 区分 は意 思 決 定 の 主体 や 費 用

の負 担 方 法 等 の違 い を反映 で き る こ とを考 慮 して い る。 本 論 文 中で は 、 意 思決

定 レベル(Dレ ベ ル)と して 区分 を行 ってい る。

30



住棟 を対 象 とす る工事 は、更 にそ の施 され る部位 に よっ て外壁 ・屋 根 、断熱 、

共用設 備 、 共用 部 分 に分 け られ る。 欧 州3力 国(事 例1～4)で は、 先述 した よ

うに、 再 生 工事 に 当た って 外壁 の 断熱 強化 が 図 られ るの が一般 的 で あ り、 こ こ

で取 り上 げた4事 例 にお い て も全て 外部 開 口部 の複 層 ガ ラス ・断熱 サ ッシへ の

取 り替 え(表3中 のA2)と 旧外壁 面 に外側 か ら断熱 層 を付 加す る工 事(B1)が

含 まれ てい る。又 、 いず れ の 国 にお い て も外 壁 ・屋 根 の 劣化 が再 生 工事 着 手 の

切掛 け とな る こ とが多 い こ とを反 映 し、住 戸 面積 拡 大 の た め に二 戸一 改 造 を 主

内容 とす る事 例6(日 本)を 除 く全 ての 事例 で 、外壁 ・屋 根 の防水 強化 ・仕 上 げ

付加(A1)が 含 まれ て い る。

共用 設 備 につい て は 、配 線 ・配管 の老朽 化 か らこれ を取 り替 えた もの(C1
、2)

が5例 み られ る。 又 、居 住者 の高齢 化 に伴 い外 付 け方 式 でエ レベ ー ター を新 設

す る工事(C3)は 欧米 で 一般 的 にみ られ るが 、今 回 は1事 例 のみ に含 まれ て い

る。 共用 部 分 につ い て は、 劣化 部 分 の補修 の他 に、 コ ミュニ テ ィの再生 と関連

して エ ン トラ ンス部 の模 様 替 え(D5)や その周 辺 に位 置 す る集 会 室、 洗濯 室 等

共用 施 設 の新 設(D6、7)を 行 った例 が複 数(事 例1、2、5 、7)み られ た。 こ

の こ とは、 植 栽 ・遊 び 場 、 フェ ンス、駐 車 場 の新 ・増 設 を主 とす る外 構 に関 し

て も同様 で あ る(事 例1、2、4、5 、7)。

住 戸 に 関 して は 、戸 当た り面積 の変 更 を 目的 とす る もの(E1 、2)、 住 戸 内 設

備 の仕様 向上 を 目的 とす る もの(E3～7)、 内装 ・間取 りの変 更 を 目的 とす る も

の(E8～13)の3種 がみ られ る。 戸 当た り面積 の変 更 につ いて は 、簡易 な方 法

と して のバ ル コニー の室 内化(事 例1)以 外 に、バ ル コニー の新 設(事 例2) 、

界壁 の移 動 ・除去(事 例6、7)の 方 法 がみ られ た が 、再 生 工事 の一 般的 な状 況

につ い て の調 査 で は、他 に住 棟 に 新 た な接続 棟 を付加 す る形 で の増 床 が デ ンマ

ー ク、 フ ラ ンス、 日本 の3力 国 で見 出 され た が こ こで はみ られ ない 。住 戸 内設

備 や 内装 ・間取 りに関す る工 事 は各 国 間 に 大 き な差 異 を認 めに くいが 、 戸 当 た

り面積 の変 更 につ い て は、 避 難経 路 と して のバ ル コニー の位 置付 け、 界壁 の構

造 上 の扱 い等 か ら、 日本 と他 の4力 国 の間 に は技術 的 な対 応 可能性 の違 い が あ

る。
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図 表I-4.1-17事 例 の 再 生 工 事 内 容
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4.2経 済 ・組 織 的 成 立条 件

本節 で は 、再生 工事 の経 済 ・組織 的成 立条件 につい て記述 す る
。

こ こで い う経 済 的成 立条 件 とは、第 一 に 再生 工 事 にお け る内容 と費用 、第 二

に再 生 工事 の費用 が どの よ うな財 源 に よっ て補 われ たか で あ り
、組 織 的 成 立 条

件 とは、 再 生 工事 に 関 わ る意 思決 定 が どの よ うな 主体 に よ りどの よ うな 過程 で

為 され たか 、で あ る。

各 国 の集 合住 宅 新 築 工 事単価(The 1996 International Construction Costs

and Reference Data Yearbookに よ る)と の比 較 を行 うと、外 壁 ・屋 根 の断熱 性

向 上 に 関す る工 事 が 中 心 で あ るデ ンマ ー クの事 例 、 フラ ンス の事 例 で は 、再 生

工 事 の平 米 工事 単価 は新 築 工事 の平 米 工事 単価 のお お よそ3分 の1か ら5分 の1

の値 を示 して い る。 又 、 ア メ リカ の事 例 は複 合 的 な再 生 内容 で あ るが
、新 築 工

事単 価 の約80%～2分 の1の 単価 で あ る。外 壁 ・屋 根 の補修 を主 た る再生 内容

と して い る 日本 の事 例 は、 新 築 工事 単価 の約2分 の1～4分 の1の 単価 であ る

が、 住 戸 内再 生 を内容 とす る事 例 で は、 新築 工 事 単価 の約80%～160%の 費 用

がか か っ てお り、 新 築 工 事 と同程 度 或 い はそれ 以 上 の コス トが か か って い る こ

とを示 してい る。

集 合 住 宅 の場 合 は共 用 部 分 を持 っ てい るこ と、 更 に賃 貸 住宅 の場 合 はP2(所

有 主体)とP1(住 み手)の 権利 が混 合す る こ とか ら、再生 工 事 の財 源 は一 般 に

複 雑 な構 成 とな る。 また 、 建 設 当初 に予想 してい た以 上 の 支 出 を要す る こ とが

多 く、受 益 者負 担 の原 則 だ けで は有 効 な再 生 工 事 が成 立 しに く く、住 宅 政 策 の

転 換 とも関 連 して 、公 的 な 援助 の あ り方 が重 要 に な る。 この よ うな観 点 か らこ

こで は各 国 で見 られ る財源 種類 と各 事例 にお けるそ の構 成 を明 らか にす る。

再 生 工 事 の財 源 は、 居住 者或 い は所有 者 の負 担 か否 か とい う観 点 か ら図表II

-1 .2-6に 示 す よ うに、P1やP2に よる 自己資金 、P3(公 共 主体)に よ る公 的資

金 の2つ に 区分 す る こ とが で き る。 自己資 金 に は、 自己 一時 金 、家 賃 等 と同様

に徴 収 され る積 立 金 、 市場 金 利 で の借 入 金 が あ る。 表 中 に は、各 国 事 例 で見 ら

れ た財 源 名 を、 対応 す る財 源 種 類 の欄 に整 理 してい るが 、積 立金 に相 当す る も

の は ア メ リカ の事例8以 外 の5事 例 で 見 られ る。公 的 な金 融機 関か らの低利 借

入金 は 、市 場 金利 との 差 に相 当す る部 分 を国 、地 方 自治 体 等 が補 填 して い る た

め、 自己資 金 と公 的 資金 の双 方 を含 む財 源 と見做 す の が適 当で あ る。 日本 で は

住 宅金 融 公 庫 か らの借 入 金 が これ に 当た るが 、 こ う した 低利 借 入 金 の利 用 は、

殆 ど公 的資 金(補 助 金)の み で 遂行 され た 事例8を 除 く5事 例全 て に見 られ る。

一方
、公 的 資金 と して は補 助金 が挙 げ られ る が、 国 、地 方 自治 体 か らの もの の

他 に、 家 主 で あ る非 営 利 住 宅 協会 等 の連 合 組 織 が 支 出す る互 助 的 補助 金(デ ン
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マークの事例1)も 見 られ る。又、再生工事費の一部を家賃の上昇によって補填

し、居住後家賃補助 とい う形で公的資金を導入するものも、ここでは補助金に

含めている。 日本を除く4カ 国では、マスハ ウジ ング期の集合住宅における公

共賃貸住宅の中心性が強く、典型的な再生事例 としてそれ らを選んでいる訳だ

が、このこととも関連 していずれにおいても公的資金の利用が見られる。 日本

の事例 として民間分譲住宅(事 例5)を 選択 したが、この場合には公的資金の利

用は見 られない。また、日本の公共賃貸(事 例7)に は公的低利融資資金 の導入

がな されているが、他国の5事 例 のよ うに特定の再生対象に対 して資金投入が

行われ るのではなく、不特定の住宅を対象 として管理主体の予算化がなされる

形で運営 されている点で異なる。民間 ・公共、分譲 ・賃貸の別を問わず集合住

宅の社会資産 としての公共性をどのように捉えるかは、公的資金の導入法 と関

連 して今後の重要な課題である。

注:*1家 賃補助の扱いは難 しいが ここでは補助金に含める。
*2修 繕積み立ては法律で義務づけられている。「建物が悪化 して住めなくならな

い」よ うに積み立てる必要があるが、積立金額はいくつかの選択肢 から住民が

選ぶことができる。例:1982年 建築の もので家賃の4%。

図表I-4.2-1事 例 にみ られ る

再 生工 事 の財 源種 類 と各 国制 度

図表I-4.2-28事 例 の

再生 工事 内容 の財源 構 成
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図表I-4.2-2に は 、調 査対 象 と した8事 例 の財源 が前節 で述 べ た種類 毎 に ど

の よ うな構 成 とな って い るか を示 して い る。デ ンマ ー クの事例1に つ い ては 、

国か らの補 助 や 低 利 融 資 を行 う上 で の 枠組 み が異 な る三 種 の工 事(外 断 熱 を中

心 とす る住 棟 の大 規 模 補修 、屋 上 増 築 に よ る新 住 戸 の追加 、外 部環 境 の整備)

か ら成 り立 ってい るた め、3つ に分 けて各 々 の構 成 を示す 形 を取 った。又 、 ドイ

ツの事例3、4に つ い て は 、事例 単位 で の細 か な収支 関連 情報 の入 手 が困難 で あ

ったた め 、 これ らの事 例 を含 む 旧東 ドイ ツ公 共 住 宅 の再 生 工事 の 平均 的 な財 源

構成 を示 して い る。

住棟 工事 を中 心 とす る再生 事例(1、2、3、4、5、7、8)に つ いて 見 る と、 日

本を除 く各 国 にお い て 補助 金 の比 率 が27～98%と かな り大 きな値 を示 してい る

ことが 特徴 的 で あ る。 これ は各 国 にお い て 、マ スハ ウジ ング期 に建 設 され た集

合住 宅 が物 理 的 な劣 化 だ けで な く各 種 の社 会 問 題 を経 験 してい る こ と、 そ して

その解決 が 国家 的 な課題 とな っ てい る こ とを示 唆 してい る。 特 に、 ア メ リカ の

事例8は 、公 共 賃 貸 住 宅経 営 に よ る州 政府 財 政 の圧 迫及 び コ ミュニテ ィの崩壊

や犯 罪 の頻 繁 な発 生 とい っ た社 会 問題 か ら、公 共賃 貸 住 宅 を住 民組 織 と強 い 関

係 を持 つ 非営 利 団 体 に払 い 下 げ る形 で 再生 を 図 る方 法 の 典型 的 な 例 で あ り、殆

どの支出 が補助 金 に よって賄 われ てい る。

一方
、自己一 時 金 、積 立金 、借 入 金 か ら成 る 自己資 金 の比 率 に 目を転 ず る と、

欧米4カ 国 で は0～33%と か な り低 い値 に止 まっ てい る。 これ に対 して 、 日本

の事 例5、6は 民 間 分譲 住 宅 で あ る とい う特性 とも関連 して 、それ ぞれ43%、

100%と い う高 い値 を示 して い る。又 、数 十 万戸 の賃 貸住 戸 管理 を行 って い る公

共主 体 が所 有 す る事 例7で は、再 生対 象 以 外 を含 めた経 営 計画 に基 づ い た資金

投入 が行 われ て い る こ とか ら住 棟 ・団 地 単位 の資 金 計画 ・財 源 を抽 出 した他 事

例 との単純 な比 較 は難 しい もの の 、 自己資 金 或 い は低 利 融 資 に よ る もの と分 類

で きる。 日本 にお い て も、 今 後 多 くの集合 住 宅 にお い て再 生 工事 の必 要性 が高

ま るもの と予想 され 、将 来 老朽 化 した 集合 住 宅 の ス ラム化 の危 険 を指摘 す る説

が少 な くな い こ と も考 え合 わ せ る と、再 生 工 事 実績 の多 い 他 国 に見 られ る よ う

な多様 な財 源 の確 保 に 向 けて の政策検 討 が重 要で あ る と思 われ る。

欧 米 の 賃 貸 住 宅 調 査 事 例 で は 、 共 通 して 「入 居 者 民 主 主 義(tenant

democracy)」 が重 視 され てお り、再 生 に 関わ る意 思決 定 にお い て住 民組 織 の主

導性 が強 く現れ て い る。

対 して 、 日本 の公 共集 合 住 宅 再 生 事例 にお い て は、所 有 主体 の 主導 の基 に設

計 のみ設 計 事務 所 が参加 す る とい う仕 組 み で、住 民 の参 加 は見 られ ない。

こ こで明 らか にな った 日本 の特殊 性 と して は、新 築 主体 の住 宅 供給 政 策 か ら

既存 住 宅 再 生 事 業 主 体 の住 環 境 整 備 政策 へ の転 換 の遅 れ 、再 生 事 業 に 関す る組
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織上の意思決定方法の未成熟性、再生事業に対応する専門的な産業の未成熟状

態の3点 が挙げ られ る。 こうした特殊性の背景には、他国 と比較 して今 日も尚

旺盛な新築市場が存在すること、既存集合住宅の老朽化や陳腐化に伴 うコミュ

ニティ崩壊等の社会問題が顕在化 していないこと、更に、例えば、賃貸住宅の

40%の 供給実績 を公共主体が有 してい るデンマーク等の諸外国に比 して、我が

国においては住宅の全体供給量中の比率が少なく、政策的な誘導に困難が伴 う

ことが挙げられる。
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4.3専 門 工事 業 者 の 役割 と再 生 工 事 上 の課題

デ ンマ ー ク ・フ ラ ンス ・ ドイ ツ ・オ ラ ンダ ・ア メ リカ ・日本 の6ケ 国 にお い

て、他企 業 に比 して建 築 再生 工 事 比較 が 高 い専 門工 事 業者22社 、総 合 工事 業者

2社 、部 品 メー カー2社 、建 築設 計 事務 所7社 、公 的 住宅 企 業1社 、計34主 体

に対 して 、1997～1998年 にイ ンタ ビュー調 査 ・ア ンケー ト調査 を行 った。

日本 に お い て は再 生 工事 市 場 の規 模 が小 さい為 、 新 築 工事 に お い ては サ ブ コ

ン トラ クタ ー と して の役 割 を果 たす 比 較 的 小 規模 の 専 門 工事 業者 が再 生 工事 の

中心的役 割 を果 た してい るが 、 工 事規模 の 大 きい再 生 工事 ・複 雑 な再 生 工事 に

関 して は 、資 金 的 ・技 術 的 困難 さのた めに 、 ゼネ コ ンを元 請 け と し自 らは下 請

け と して参 加 す る新 築 工 事 と同様 の分 担 方 法 を取 って い る。 又 、 日本 にお い て

は建 築家 の役 割 も発 揮 しに くい傾 向が あ る。 一 方 、 欧米 各 国 にお い て は 、新 築

と同様 の役 割 分 担 を担 って い る と回 答 す る主体 が殆 どで あ るが 、他 主体 の技術

的 協力 を得 る米 国 の サ ブ コ ン トラ ク ターや 、組 織 形態 を新 築 工事 と明確 に区別

してい るオ ラ ン ダの サ ブ コ ン トラ ク ター 、ゼ ネ ラル コン トラク ター 、米 国 の ゼ

ネ ラル コン トラ クター の例 がみ られ る。

再生 工事 が新 築 工 事 と異 な る特 性 及び それ に伴 う困難 さにつ い て は、 図 表I
-4.3-1に 示 した項 目が挙 げ られ る。

主 と して 設 計 ・計 画 に 関 わ る課題 と して は、調 査 ・診 断 の技 術 、建 築 家 の役

割 、居住 者 間 で の 合意 形 成 な どが 挙 げ られ る。 これ らの 課題 につ い て は、 再生

市場 が未 成 熟 な 日本 で特 に問 題 意 識 が 高 い。 施 工 につ い て は、 再 生 工事 の 際 に

住民が居 住 した ま ま で の工 事 とな る こ とか ら、 工事 中お よび そ の 前後 にお け る

住民へ の対応 や 騒 音 な どの トラブ ル へ の対 処 、安 全 対 策 、再 生 独 自の工 事 手法

(資材 搬 入 ・養 生 等)な どが必 要 とされ て い る。 又 、職 人 の ス キル や 教 育 も重

要な課題 で あ る。 資金 面 に 関 して は 、 コス トが割 高 とな る、 積 算 が難 しい な ど

の課題 が指 摘 され て い る。 日本 に お いて は特 に、報 酬 が 取 りに くい とい う問題

点 も存在 して い る。

以上の課 題 へ の対 応 と して 、各 専 門工 事 業 者 が以 下 の様 に対 応 して い る例 が

み られた。

(1)設 計 ・計 画:調 査診 断 チー ムの設 立 ・調 査診 断専 門会社 との連携

(2)住 民 へ の対 応:住 民へ の 工 事情報 の伝 達 、工事 現場 清掃 の励行 、 コ ミュニ

ケー シ ョンスペ シ ャ リス トや 女性 監督 の活 用 、住 民 対応 に優 れ た職 人 の配

置、 住民財 産 ・工事 資材 の 盗難 防止 へ の留意。

(3)工 事 技術:住 民 の 生活 を妨 げ ない 迅速 な 資材搬 入 の為 の仮設 エ レベ ー ター

の設 置や プ レフ ァブ リケー シ ョン部材 の利 用 、多能 工 の導 入 、再生 工事 特
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有 の技術 の開発

(4)資 金 ・費 用:再 生工 事 の見積 りの難 し さに対 して は、多 め に見積 も る例や 、

オーナ ー の理解 を得 て予備 資 金 を用 意 して も ら う例 がみ られ る。 コス トの

削減 に関 して は 、 「工事 技 術 」 で も述 べ た よ うに、 プ レ フ ァブ部 材 や 多 能

工の利 用 に よ る効 率 の向上 を図 って い る。設 計報 酬 につ いて は 、新 築 よ り

高い 工事 費 の17～20%の 設 計 料 が確 立 して い るデ ンマー ク な どの例 が あ

る。

以上 よ り、 各 主体 共 、再生 工 事 の特殊 性 を理 解 し、専 門部 門の設 置 な どの手

法 で企 業 規模 に応 じた組 織 的対 応 を行 って い るもの の 、教 育 体 制 の 欠 如 に代 表

され る よ うに ノ ウハ ウの蓄積 は個 人 レベ ル に留 ま る傾 向 に あ り、結 果 と して 、

設 計 者 ・監 督者 ・職 人 な どには経 験 豊 か な 質 の 高い 人材 を配 置 して 再 生 工 事 の

特殊性 に対応 してい る こ とが明 らか とな った。

一 方 で
、企 業 ・組 織 レベ ル で は対 応 す る こ とが で きな い集 合 住 宅 再 生 工 事 を

行 う上 で の課題 が残 され て い る こ と も、 同 時 に明 らか に され た。 即 ち、 居 住者

間 の合意 形 成 、建 築家 の役 割 の明確 化 と拡 大 等 の 主体 間 の 意思 抽 出 と調 整 ・総

合 に関す る項 目で あ る。

(デー タ)34主 体 へ のイ ンタ ビュー ・ア ンケー ト調 査 に よ る

図表I-4.3-1新 築 工事 に比 した 再生 工事 の特 徴 と問題 点
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